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まえがき

1998年11月21日から12月17日まで､森田秀一氏(クボタ勤務､農業開発担当,ケニア共和国を除

く)及びコノネンコ･ヴィダリヴィッチ氏(三菱商事勤務､経済担当,ケニア共和国を除く)とも

に､ 27日間､ケニア共和国,ウクライナ共和国及びモルドバ共和国を訪問した｡このうち､ウクラ

イナ共和国及びモルドバ共和国について農業･農村総合開発計画のプロジェクト･ファインディン

グ調査を実施した｡ケニア共和国については､フォローアップ調査を実施した｡

小職は､この調査に先立ち, 1975年7月23日から8月2日まで,第9回周際涯概排水会議総会,及び

第26回国際執行理事会が､当時のソ連,モスコ-市において開催された｡参加国49ケ国､総数2. 230

名に達する盛大な会議であったo会議出席の後､研修旅行としてコ-カサス三国を訪問したo当時,

ソ連においては,フルシチョフが退任し､後任の書記長にブレジネフ､首相にはコスイギンが就任

した｡この当時,ソ連邦は次々に､大事業を実施し､特に宇宙開発において目をみはる発展をした｡

土地改良･港概分野でも驚くべき巨大事業に着手,短期間に次々と完成させていた｡今考えると,

その頃から､ソ連邦の社会内部には,崩壊に至る問題を内蔵していたが,少なくとも表面的には超

大国の威厳を保持していた｡ 1991年にソ連邦が崩壊することは,その時点では夢にも考えられなか

った｡

ウクライナ共和国及びモルドバ共和国もソ連崩壊に伴い､1991年独立国家共同体(CIS)として生

まれ変わった｡これらの国々は農業の自立を目指し,農業構造の再編を行うことによって,市場経

済に移行する新たの農業を展開すべく模索中である｡

最初に訪問したウクライナ国は､人口, 5, 190万人(1998年､ WB)
､国土面積は603,500km2であ

る｡この国の農業部門は､ 19世紀にはヨーロッパの穀倉と呼ばれた｡ドニエプル川流域の黒土地帯

は肥沃で農業生産性は高く､小麦､胡椴,野菜､ばれいしょ､ブドウ,ヒマワリ等が栽培されてい

る｡ 1994年以降大幅な農地潰廃は全ウクライナの耕地の1/3に及び,土壌浸食,更に重金属,放射

能により土壌が汚染されている｡

このため,前回はキエフ州について,現況を把握し,問題点を整理し､持続可能な農村･農業総

合開発計画の策定することを提案した｡

今回は､ウクライナ国最大の港概地帯であるケルソン州及びクリミヤ自治共和国の港概地帯につ

いて調査を実施した｡他のCIS諸国の濯概施設とは異なり維持管理も比較的良好で､施設はかなり良

く整備され機能していたが､ソ連邦時代の集団農場の経営で運営されているので､今後,更なる発

展は望めないので,市場経済に対応できるような経営に移行することが緊急の課題であると考えら

れる｡

次に訪問したモルドバ共和国は人口, 443万人(95年),国土面積34, 000kmz, 1995年の1人当たりの

国民総生産は920ドルであり､世銀の指標によると低所得開発途上国に分類される｡

モルドバ共和国は農業が中心で､気候と土壌(黒土地帯)に恵まれ,ブドウなどの果実,野菜､甜

莱,葉たばこ､冬小麦が集約的に栽培されている｡

モルドバは,湿潤大陸性気候で､年降水量は500mm程度､東灘を必要としている｡ソ連崩壊後,燃

料及び部品の不足のため､ポンプ港概が困難となり､施設の機能が低下している｡又､維持管理が

不十分なため,施設は破損のままの状態のケースが多い｡
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カホヴォスキ港概

プロジェクトの幹線水路

(水路延長 130km

通水量 530m3/s)

(ウクライナ共和国)

同上プロジェクトの分水施設

(ウクライナ共和国)

同上プロジェクト内の圃場

冬小麦が栽培されている

(ウクライナ共和国)



このため,港概施設の更新及び農業支援対策を講ずることによって,持続可能な農業に再生する

ことが緊急の課題と考え,調査を実施し,その対策の手法を取りまとめた｡

小職のみ､ウクライナ共和国及びモルドバ共和国訪問に先立ち､平成3年にADCA, P/F調査を実施

した.ケニア共和国ンゾイア川下流農業開発計画のフォローアップ調査を実施した｡この計画はン

ゾイア川の水を利用して､同河川の下流地域5, 500baを港概し,米の増産と雇用創出を図る計画であ

ったが,今回はンゾイア川の濯慨開発を中核としてケニア西部のンゾイア川流域のブシア地区及び

シアヤ地区に対する総合的な農業･農村開発に改訂することにした｡

以上､ウクライナ国及びモルドバ国の農業･農村総合開発のプロジェクト･ファインディング調

査を実施したが､両国の歴史･文化,民族､言語は異なるものの,両国とも市場経済への速やかな

移行を模索している点では共通している｡また,潜在的な開発の可能性も大きいことも共通してい

る｡今後､この可能性を引き出すことは､当該国の国民の努力によることが大きいと思われる｡

最後に,今回のプロジェクト･ファインディング調査に,ご指導,ご協力いただいた､在ウクラ

イナ日本国大使館､在ケニア日本国大使館, JICAケニア事務所,ウクライナ共和国,モルドバ共和

国及びケニア共和国の政府関係機関､及び調査にご協力いただいた三菱商事キエフ事務所の方々に

深甚なる謝意を表する次第です｡

1998年12月

ウクライナ国､モルドバ国,ケニア国

農業･農村総合開発事前調査団長

金 津 昭 治
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同プロジェクトのポンプ場の
内部

(ウクライナ共和国)

同プロジェクトのポンプ場の

外観

(ウクライナ共和国)

同プロジェクトの基幹ポンプ場

の外観

通水量 580m3/s

ヨーロッパ最大の農業用
ポンプ場

(ウクライナ共和国)



農家の地下

貯蔵庫

（モルドバ共和国）

土壌侵食の状況

（モルドバ共和国）

ソ連崩妹のため工事が中止

されたポンプ場の外観

（モルドバ共和国〕



小規模灌漑水路

（ケニア共和国）

田植前の水田

（ケニア共和国）

ンゾイア川の流況状況

（ケニア共和国）



ポンプ場の外観

（モルドバ共和国）

ポンプ場の内部

（モルドバ共和国）

大規模な灌水機器

（モルドバ共和国）
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ウクライナ共和国

ウクライナ南部地域農業持続可能開発計画



Location of the Study Area



第1章 ウクライナ共和国

1-1 概 要

1-1-1 国の概要

ウクライナ国は,旧ソ連邦欧州部の南で黒海の北に位置し,東西約1,400km､南北約900km,面

積603,500km2で,ヨーロッパではロシアに次ぐ広い面積を有する国であるo黒土の半分は平野で北

部にはボレーシェ湿地,東部にはドネック丘陵､西部にはカルパチア山脈につづく高地がある｡中

央部及び南部の平野は,肥沃な黒土に被われており,小麦等の高地が広がり､かつてはヨーロッパ

の穀倉と呼ばれていた｡東部にはドネック炭田､クリヴォイログ鉄鉱山があり､ドニエプル川沿岸

の重工業地帯を形成している｡南部のクリミア半島は比較的温暖で｢ヤルタ会談｣の舞台となった

ヤルタは有名な保養地である｡

北部及び北西部は冷帯湿潤大陸性気候に属し比較的降水量が多い｡南東部は乾燥したステップ気

候に,またクリミア半島及び黒海沿岸は比較的温暖な地中海性気候に各々属している｡南部では､

降水量が少なく給水制限を伴うほど深刻な水不足に見舞われることがある｡雨量が最も多いカルパ

チア地方で年間1,200-1,600mm,最も少ない東部で300mm程度であるo首都キエフ市の年平均気

温は7.8℃,年降水量は624.4mmである｡

ウクライナ国は24州,クリミア自治共和国､キエフ及びセバストボーリの2特別市の計27行政

区からなる｡各行政区の行政区長官は首相の指名に基づき大統領が任命する｡一方､地方議会議長

は住民の直接選挙により選ばれる｡なお,キエフ市等の特別市については新憲法で別途自治の内容

が決められることになっている｡

ウクライナ国の人口は51,900千人(1998年1月現在)で,民族構成は下表のとおり,ウクライナ

人が73%でロシア人が22%を占めるほかはいずれも1%以下である｡

民族 構成比(%)

ウクライナ人 73.0

ロシア人 22.0

ユダヤ人 0.9

ベラ-ルーシ人 0.9

モルドヴア人 0.6

ブルガリア人 0.5

ポーランド人 0.4

ハンガリー人 03

ルーマニア人 0.3

ギリシャ人 0.2

言語については､憲法によって国語はウクライナ語と定められているが,その他の言語の使用も

自由である｡

ー
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主な宗教として､ロシア正教(キエフ主教派､モスクワ主教派､自治教区派) ,ギリシャ･カト

リック(ユニエイト)
､ユダヤ教,イスラム教(スンニー派)があるo

(1)略 史

紀元前6世紀に黒海北岸を中心にイラン系騎馬民族スキタイによる国家が建設され､紀元前

4世紀に最も繁栄した｡スキタイの文化は蒙古などにも見られる動物の文様が特徴で､こ仁こ

とは当時この地で東西の交流があったことを示している｡スキタイは紀元前260年頃､遊牧騎

馬民族サルマート人に圧迫されて衰退した｡その後,黒海北方沿岸はサルティアと呼ばれ､紀

元後4世紀頃までペルシャ,ギリシャ､及び東方遊牧民族の影響を受けた文化が繁栄したo

紀元4世紀から6世紀には東スラブ族がこの地に入っている｡ 8世紀末頃,ルーシと呼ばれ

る商人団がドニエプル川中流のキエフに根拠地を構え,キエフ･ルーシ(キエフ公国)が成立

した｡ 988年にはギリシャ正教を導入し,政治･経済･文化の中心として栄えた.キエフ･ルー

シは遊牧系騎馬民族の侵入等で最終的に崩壊し､ルーシの中心はモスクワに移った｡ 14世紀,

ウクライナの大部分はリトアニア大公国となりその後ポーランドに支配された｡

15世紀から16世紀にかけて､今日のウクライナ南部､黒海沿岸にかけてポーランド,リト

アニアからの逃亡農奴を中心としたウクライナ･コサック集団が形成された｡彼らは漁労を営

み､オスマン帝国やクリミア汗国の港町で略奪行為を行った｡17世紀にはキエフを再建し､本

拠地をキエフに移し,正教を保護した｡強大化したコサック集団に対し,ポーランド政府は統

制下に置こうとし衝突が頻発したが､ 1648年にはボフグン･フメルニッキーに率いられたウク

ライナ･コサックと全面戦争に発展した｡ 1954年,フメリニッキーは劣勢を挽回するためロシ

ア皇帝に対しポーランドからの保護とロシアヘの併合を申し入れた｡これを受け入れたロシア

はポーランドと戦いドニエプル右岸はポーランド領,左岸及びキエフはロシア領となった｡

当初ロシアはウクライナの自治を認めたが､次第に統制を強め､ 18世紀後半にはエカテリー

ナⅡ世によって完全にロシアの一部とされ,ウクライナ･コサック社会は消滅した｡ 1772年の

ポーランド分割によってロシアはドニエプル右岸を奪回,ガリツイア地方(今日のウクライナ

西部及びポーランド南東部)はオーストリア嶺になったo多くのウクライナ知識人が､ロシア

帝国による文化的抑圧(ウクライナ語禁止令)からガリツイアに逃れ,同地はウクライナ民族

運動の中心となった｡第一次世界大戦の結果,ガリツイアはポーランドの領地となった? 1783

年,ロシアはクリミア汗国を廃しクリミアを併合した｡同地はまた1853年から1856年にわた

るクリミア戦争の舞台となった｡

1917年のロシア革命後､ウクライナでは一時ソヴイエト･ロシアと絶縁して完全独立を宣言

する中央ラーダ政権が成立したが､同時にソヴィエト政府も誕生しラーダ政権を放逐したため､

ラーダ政権は帝政ドイツと結び3年間にわたる内戦に突入したo1919年,第3回全ウクライナ･

ソヴィエト大会でウクライナが社会主義共和国の成立を宣言し､1922年12月､ソ連邦の形成

に参加したが､ 1929年に始まった農業集団化は穀倉地帯ウクライナを直撃し数百万人の餓死者

を出した｡

第2次世界大戦時には独軍により国土の大半が占簡され,それを契機として一時期独立の動

←
i):



きもあったQ第2次世界大戦後の1945年にウクライナ共和国は国連に原加盟国として参加して

いる｡ソ連時代,ウクライナは人口規模及び経済力においてロシアに次ぐ第二の共和国として

ソ連邦を支えた｡工業化を進め鉄鋼業を中心とした重工業地帯及びソ連有数の軍需コンビナー

トを形成しソ連の鉄鋼生産の35%を分担するに至っている｡ウクライナは農業分野でもソ連の

穀物生産の24%を占めていた｡

1986年4月チェルノブイリ原子力発電所第4号炉で爆発事故が発生､ウクライナのみでなく

ロシア,ベラルーシにも大きな被害を与えた｡

1991年8月24日独立を宣言し国名をウクライナとしたo同年12月1日国民投票で90%以上

の支持を受け､ 12月3日ロシア共和国が独立を承認し,12月末のソ連邦解体に伴って名実とも

に独立国となった｡ (出典:在ウクライナ日本大使館｢ウクライナ概観｣ )

(2)現 状

ウクライナ国は社会主義経済体制の崩壊後､市場経済体制への移行を目指した｡しかし､旧

ソ連との経済関連の断絶､エネルギー資源･工業原材料の輸入の激減､輸出市場の消失等によ

り,経済混乱に陥り,生産性は低下しているo 1995年の1人当たりの国民生産は1,630ドルで

あり,世銀の指標による中所得開発途上国に分類されている｡

ウクライナ国は旧ソ連邦時代､人口及び経主剤まロシア共和国に次いで第2位であった. 1986

年チェルノブイリ原子力発電所で事故が発生し､1992年以降市場経済への移行に伴う生産減退､

超インフレで経済は悪化し､農業生産及び工業生産は減退した｡

ウクライナ国の経済の再建は､ソ連解体後の混乱の中でまず国民経済としての形を整えるこ

とから始まった｡即ち､国家の制度としての中央銀行と銀行制度の整備､通貨の発行と管理､

財政の確立,税金や関税,貿易制度の確立等であるoウクライナ国はソ連時代には一地方組織

に過ぎなかったため独立後は人材やノウハウ及びエネルギー等が不足し,さらに巨大なロシア

の市場が絶たれたため経済は急速に縮小した｡ 1993年末には月率100%に及ぶハイパーインフ

レの渦に巻き込まれた｡この間､財政は悪化し税制システムは混乱し経済活動はバーター化と

ヤミ化に向かうことになった｡

大企業の操業率はソ連時代の4割まで減退し経済のいたるところで資金不足が生じている｡

1996年になって生産の下降は緩やかになってきたが､プラスに転じるまでには至っていない｡

マクロ経済指標によれば1996年は幾分安定を見せている｡ 1996年12月の消費者物価指数は

o.9%で,通年では前年の281.7%に比べて139.7%に低下,半減した｡通貨の交換レートも安定

を見せ､また利率も1996年初に105%であったものが, 7月には40%に下がり, 1997年1月

には35%､ 3月には25%まで下がっている｡ 1997年には輸出率が輸入率を上回り国際収支の

アンバランスを幾分修正している｡

1996年の実質GDPは前年に比べて10%低下しているが､これは産業各分野における付加価

値の減少によると見られる｡1996年はウクライナ国にとって経済発展のための初年度と位置付

けられている｡内閣では前年度と比べてGDPは1.8%減,工業生産及び農業生産は各々0.8%

増と予想していたが,実質はそれぞれ10%減, 5.1%減､ 8.8%減となった｡生産原価の低減も

-4-



僅かにみられるがまだ相当に高い｡収入によるGDPの構成には変化が見られるo GDPに占め

る賃金の占める割合は1994年が39.7%､1995年が43.5ヲ看であったが､1996年は44.9%にあがっ

ている｡税のシェアも19.2%に上昇している｡原因は補助金3.2%の減少と生産と輸入の税の

増加である｡

支出によるGDP消費者費用は前年の76.4%から79.6%に増加しているが､1996年の実質GDP

は下がっているので実際は減少している｡

1996年では物とサービスの輸出が45.5%に対し,輸入が47.9%で輸入超過であり,特に石油

と天然ガスは全輸入量の5割を占めているためエネルギーの適正な利用方法の再検討とcIS諸

国への食品,砂糖､石油,穀物及び高度な技術を必要となる分野の輸出を奨励すべきであるo

バーター取り引きも前年の20.7%が15.2%に減少している｡

国民1人当たりの消費費用の水準はまだ低く80グリブナ(約5,600円)に過ぎない｡したがっ

て個人の実質収入の増大が緊急課題である｡過去数年間､ヤミ経済で生産された物とサービス

はGDPの10.1%を占めている｡つまり､家計支出の18.9%はヤミで行われている｡

国家予算の問題は深刻である｡ 1996年の赤字は全収入の12.0%及びGDPの4.5%に匹敵して

いるo 1997年の予算収入は39,436.3百万グリブナ(約2.76兆円)と見積られており､これは

名目GDPの39.9%に当たる｡ 1998年の予算は36,198.9百万グリブナ(約2.5兆円)の見通し

であるが,予算の支出は1997年が45,187.5百万グ1)ブナ(約3.16兆円) ､ 1998年が41,498･1

百万グリブナ(約2.9兆円)となる見込みでいずれも支出超過である｡いずれにしても税制の

改革が緊急課題である｡

1-1-2 政治･社会の現状

1992年5月ウクライナ国は戦略核のロシアへの撤去を完了し､ 1994年7月ウクライナ国大

統領選で親ロシアのクチマ氏が当選した｡同年12月核拡散防止条約に加盟した｡ロシアの軍事

的ヘゲモニーに対する懸念が強く表明されたo1995年2月10 E]に開かれたcIS首脳会議でも.

｢平和と安定の維持に関する覚え書き｣は承認したが､集団安保については,加わらなかったo

1994年の選挙でクラフチュ-ク大統領を破ったクチマ新大統領は､経済はロシア寄り,軍事は

自立の方針を堅持する方針のようである｡

●クリミア問題

18世紀にロシアが併合したクリミアは､ロシア革命後■,クリミア･タタール自治共和国と

してロシア連邦の･一部であったが､ 1954年フルシチョフはウクライナに帰属を変更した｡し

かし､ 250万の人口の7割はロシア人で､ソ連崩壊後､ロシア系住民には､ロシアヘ帰属替

えを望む声が弓重くなった｡ウクライナの内部にクリミア自治共和国が成立,自治権が与えら

れた｡ 1992年2月には,最高会議が共和国宣言を行ったが､同年5月22日には独立宣言を

破棄,独立か自治か,目標は不明確であった｡ 1994年1月の大統領選挙ではロシア統合派の

元共産党員メシコフが大統領に当選したoメシコフ大統領は､ウクライナのクラフチュ-ク

大統領(当時)の強い反対を押し切り, ｢独立｣と｢ルーブル圏への参加｣をとなえて住民
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投票を実施した｡これに対抗して,ウクライナ側は憲法裁判所を設けて,クリミア側の動き

を牽制しようとした｡結局はウクライナが過激な行動を控え,クリミアもウクライナ憲法の

優位を認めることで,事態は沈静化している｡ウクライナ国内には,クリミアのほかにも､

重要な港湾都市オデッサ,東部の鉄鋼石炭重工業コンビナート地帯ドネック(住民の90%は

ロシア人)も同様な問題を抱えている｡特に､ウクライナの重工業は,旧ソ連以外では市場

獲得が難しいことがはっきりし､企業管理者グループにロシア市場への期待が強まっている｡

また､クリミアでは､スターリンによって追放されたクリミア･タタール人が,帰国と独立

を望んでいて､問題を複雑にしている｡

●黒海艦隊問題

黒海には､ソ連有数の海軍が置かれていて､セバスト-ポリ(クリミア)
､オデッサ(ウ

クライナ)
,ノヴォロシスク(ロシア) ､ポテイ(グルジア)等に､艦船380隻､兵員7万

人を持っていた｡他の北海,バルト海,太平洋の艦隊とともにこの艦隊も､当初cIS連合軍

に組織されたが､ウクライナは､ウクライナへの帰属を要求､1993年エリツィンとクラフチュ

クが協議し1995年までに両国の間で､折半する合意が成立した｡しかし､艦船の評価方法

で折り合いがつかないうちに,ウクライナ側は艦隊のウクライナ化を計画､1994年4月には

ウクライナ内務省部隊がオデッサの第46海軍大隊基地指令部を襲撃し,ロシア艦船がこれ

に対抗してクリミアの基地を出航する事件が起こり,両国関係は緊張した｡しかし､結局両

国は補助艦艇を含めた833隻を､ロシアに669､ウクライナに164隻ずつ分割することで話

し合いがまとまった｡ただし､クラフチュ-ク大統領(当時)が主張した,ウクライナがク

リミアのセバスト-ポリに海岸基地を持つという要求は,ロシアが拒否したoクチマ大統領

就任以後は,この間題は沈静化するにいたった｡

●ウクライナ国,その他のCIS諸国

長く独立を夢見てきたウクライナ国の外交は,何よりもロシアの脅威に対処することを基

本にしてきた｡しかしロシア軍の上層部は､なかなかウクライナが独立したという事実を受

け入れられず､これまでのように統一指揮下での行動が可能であるかのように考え続けた｡

それは逆にウクライナの政治家の中にロシアヘの警戒心を強めることになった｡

このため､ウクライナは周辺諸国との安全保障条約を模索することになった｡最初に,バ

ルト三国とベラルーシ､ウクライナからなるバルト黒海連合が議論された｡

次ぎに構想されたのが､ポーランド､チェコスロバキア,ハンガリーとの軍事的政治的提

携であった｡さらにこれに､ブルガリアと旧ユーゴスラビアのいくつかの国を入れる案も議

論された｡

以上のごときロシアに対抗するブロック化は,議論されるだけでロシアを強く刺激した｡

また､その実効力についても､十分ロシアに対抗できると確信を与えるものでなかった｡こ

うした理由から､いずれも実現する可能性は乏しいようである｡しかしそれでも,ウクライ

ナは､ポーランドやハンガリー､チェコやスロバキアとの個別の協定を締結したり,その交

渉を進めるなど､多様な動きを見せている｡核兵器の処分や黒海艦隊の分割などをめぐるロ
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シアとの対立が､一層こうした方向を模索されたのである.しかし､経書剤犬態が極度に悪化

して,ロシアに対抗するよりも､協調することが望ましいのではないかという議論が強まっ

てきた｡

以上のように,ウクライナ国では､対外政策をめぐる国論は統一されていない｡表向きは

方向が定まり､穏やかな様相をみせている国でも､まだ他の可能性を模索する姿勢が強いの

である｡現在の社会的な混乱を考えれば,こうした過程は暫く続くものと予想される｡

●核管理･軍縮問題

ソ連解体が確実になると､まず問題なったのが,膨大な核兵器の処置であった｡2つの意

見があった.一つは､ロシアが核大国として存在するのであるから､それに対抗するために､

ウクライナなどにも核兵器を与えた方が良いという見解である｡これは､ロシアの核を制止

する体制を第一に考えたという意味で,核制止派と呼べる｡もう一つの考えは,ロシアだけ

ならまだしも､ウクライナなどに核兵器が委ねられれば,それだけ,核の管理が困難になる

ので､これを阻止しなければならないという見解である｡この見解は､何よりも核の拡散を

許すべきではないとするものであるから､核不拡散派と呼べる｡

ソ連諸国のうち､ベラルーシも核兵器を継承したのであるが､同国は比較的抵抗せずに､

非核化の方向を受け入れた｡

とりわけ,ロシアへの警戒心が強いウクライナは､自国が非核国になってロシアと対置す

る状況を考え,激しく反発した｡それでもウクライナに配備されていた戦術核は,多少の混

乱はあったにせよ1991年と翌年初頭の取り決めに従って, 1992年5月までに解体のために

ロシアに輸送された｡

以上の状態であったにも関わらず､アメリカとロシアは1993年1月までには､さらに第2

次戦略兵器削減条約(START-2)を締結した.これは2003年までに,戦略核兵器を大幅に

削減することを約束したものである｡その実現は､かなりな程度,今後のロシアとウクライ

ナとの関係にかかっている｡

1-1-3 農業の現状

ウクライナ国農業の現状については､二つの特徴がある｡第一の特徴は,自然環境に大変恵まれ

ている｡全国的の温帯気候に加えて､農業開発のため､農地と水資源が豊富である｡二つの山脈地

帯(carpathian Mouロtainsとcrimean Mountains)以外,国土の約90%が平野で,現状の土地利用は

下記の通りである｡

農耕地

果樹,ぶどう園

牧草地

森林地

56% ( 33,286,000ba )

2% ( 1,043,000ba)

12% ( 7,524,000ha)

17% ( 10,358,000ba)

山岳地,森林地,施設建造地等の計約30%以外､全国土(603,700km2)の約70%は農業に利用可
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能地であるが,全人口は約5,200万人しかないので農業開発面においては大きな潜在資源を有して

いる｡また,土壌については､平野の大部分,特に中央と南部平野はシルトを多く含む黒土

(cbermozem)であるため,殆どの作物栽培に対して良い適性土壌である｡水資源においては､ウクラ

イナ全土の至る所に河川が分布され､農業用水の供給源として一年中,利用可能である｡しかし､

ウクライナ北部は年間雨量の800mm前後にもかかわらず､一年中の平均湿度が高いため港概なしで

麦やピート等の農作物の栽培が大規模に実施されていた｡

ソ連邦時代においては,これらの自然条件があることと､経済計画の役割分担上から,ウクライ

ナは全連邦の麦とビート等の基本食用作物の生産地になり,労働力の約80%はこれらの農業生産の

ため,国営農場等に従事された.この営農形態は未だにこの国の農業に影響しているo

第二の特徴は,農業開発における自然環境が良いことにもかかわらず農業生産実施に応用されて

いる基本技術や営農体系が遅れている｡確かに､国民総生産において農業セクターはまだ重要な位

置を示しているが､そのパフォーマンスは最近､年ごとに著しく変動していることが見られた｡1997

年のGDPは約497億usドルで､うち農業生産部門は193億usドル(約39%)を示した｡以前の

農業部門実績(1992年のシェア-は21%で､ 1996年は12%)からみて生産トレンドは向上してい

るが,現在の農業生産の45%は全国農地(約3,500万ba)の14% (約500万ba)を所有する1,100

万の民営農家による生産である｡したがって､これらの民営農家一戸当たりの平均私有農地面積は

o.5 haに達していない現状にあり､ウクライナの零細農家の現状を示している｡この原因は,土地

私有化の遅れにあり､一方､年金生活者と都市無職者が､厳しい生活を打開するため,農村に戻り､

農業生産に従事する傾向は増加していると考えられる｡

末私有化の農地(約86%)の殆どは､集団農場(collectiveFarm)の営農形態で運営されているo

現在､約30,000の集団農場が運営されているが､うち約3,000ケ所(10%)は良い運営を行ってい

ると言われる｡集団農場の指導部(Management)は､原則的に集団の全農家から選ばれたとしてい

るが社会主義制度実施の影響と農民の事業管理能力が無いため,旧幹部の手から離れていない状況

にある｡確かに旧ソ連邦時代より指導部との生産計画調整は多少良くなったが実際の生産向上また

は実質的な農村生活改善にまではまだ至らない｡

農業生産システムにおいては,殆ど旧ソ連邦時代のままである｡作物栽培体系をはじめ､品種や

農作業等は昔と比べて殆ど変わっていない｡したがって､換金作物の導入はあまり無く,また栽培

作物は殆ど在来の種子を使用しているので収量は改善されていない｡

上層指導部の変化については､農工コンプレックス省(Ministry ofAgro-Industrial Complex)の設

立から農業近代化の政策実施に伴い,農業と食品加工業の連結を図り,国の基本的な経済基盤に重

点を置き､経済開発政策を展開する構えである｡したがって､開発政策を支える柱として農工コン

プレックス省の傘下に外国投資局(Department of Foreign Credits, Investments
andLeasing)も設立さ

れ海外からの投資を促進し,老朽化しているウクライナ農業及び食品加工業を根本から改善する

ことを目的としている｡
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1-1-4 環境問題

1998年3月､ウクライナ国の環境問題を総合的に見直し将来の環境政策を決定する｢自然環境保

全,天然資源利用及び環境安全保護に関するウクライナ国家政策基本方針｣が国会を通過したoま

た､ ｢廃棄物基本法｣についても最近策定され大統領の承認を待っている状況であるoこのように

ウクライナ国における環境行政は整備途上にあり､法制度,組織,運営､管理等が十分とは言い難

い｡保健省､水産省､農業省､大学等でそれぞれ水質分析の方法が異なる等､縦割り行政の弊害が

随所に見られ観測データの管理､モニタリングの実施体制等も環境保護核安全省の管轄下にはな

く必ずしも有効に活用されてはいない｡

｢自然環境保全,天然資源利用及び環境安全保護に関するウクライナ国家政策基本方針｣は､ウ

クライナ国の環境問題を総合的に見直し,将来の環境政策を決定する重要な方針である｡具体的に

は以下に示す各環境セクター別に主要な環境政策が述べられているo

1)核の安全

2)ドニエプル川水域環境改善及び飲料水の水質改善

3)工業地帯の環境保全

4)上下水道施設の建設と改善

5)黒海､アゾフ海環境保全

6)産業技術の近代化

7)生物多様性保全等

1)核の安全は､現在も続いているチェノルブイリ原発事故の問題を教訓に二度と同じ過ちを犯さな

いための政策を定めたものである｡2)ドニエプル川水域環境改善及び飲料水の水質化善は特に飲料

水の水質改善に力を入れる｡ 3)工業地帯の環境保全はクリヴォイログやドニプロジェルジンスク

等を含むドニエプル川沿岸の鉄鋼産業,石油化学等の環境改善を目指す｡ 6)生産技術の近代化は,

発電､交通､建設等すべての分野を含めて,環境に配慮した技術を研究し､生産プロセスそのもの

に導入して行こうという政策である｡

ウクライナ国の農業では,肥料や農薬の使用は少なく､ 1ヘクタール当たりの使用料(kg)はヨー

ロッパ諸国の約1/3と言われているが､農地･牧草地からの汚染物質は主に窒素及びリン化合物で,

用いられた肥料及び家畜からの糞尿に起因している｡主に地下水汚染を起こす要因となるが､降雨

により､河川に流出する｡農地に用いられた農薬も同様である｡ドニエプル河流域に流入する窒素､

リン化合物の28%と7.4%が農地･牧草地から由来すると見られている｡さらに有機物､病原体も

流入して飲料水の衛生学的問題を引き起こす主要原因となることもあると考えられる｡

世銀レポートによればチェルノブイリ事故後水中､大気中､底質に半減期の長い137ce､
90sr､ 9H

等が増加している｡ 137ceの高い貯水池はキフエ,次いでカニフ(Kanev)
､クリメンチュク

(Krementchoug)の順であるoウクライナ南部では貯水池底部では底質と水との間で放射性物質の

移動が起こり､水道水､港概への影響が増加している｡ドニエプル河底部に残留している放射性物

質は洪水時に黒海へ流入する恐れがある｡ 1995年の調査では洪水時ドニエプル河から放射性物質が

流入する危険性が増大していることを示している｡

また､世銀レポートによれば,黒海は面積(420,000km2) ,深さ2,212mで殆ど他の海とはつながっ

･-
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ていない｡北西部にはドナウとドニエプル河という2つのヨーロッパの大河が流れ込む(年2,030

億m3及び540億m3) o さらに､ドニエステル川(年93億m3)及び他の小河川も流れ込んでいる｡

アゾフ海は黒海につながっているが､ドン川(Don)及びKuban川が流れ込んでいる(年280億m3

と130億m3)
｡黒海の孤立性と地中海との水の交換率の低さから150-200ⅡⅠの深度で永久的な溶存

酸素不足を招き約90%のアゾフ海で生物の多様性が失われている｡表層及び北西部では生活活動が

盛んであるが､環境的には厳しい状況になっている｡

さらに､アゾフ海北西部は非常に富栄養化が進んでいる｡この海は半分がドナウ川の貯水池から

流入する排水流域の1億6千万の住民活動に大きく影響される｡点･面両汚染源から窒素､有機物､

化学物質が流入しアゾフ海･黒海を汚染する｡ドナウ河から流れ込む窒素,リンの栄養源はこの25

年間に急増し,他の川でも同様のことが起きている｡リンは生活廃水,工業排水､農業及び自然流

出でそれぞれ40-50%, 10-20%､ 10-20%とみられている｡また､大気中から5-10%は入り込

むとも言われる｡

1-2 農業開発の現状と問題点

1-2-1 概 要

ウクライナ国農業の特徴は､非常に好条件な自然環境に恵まれているがソ連邦時代からの生産体

制に未だに影響されている｡現在､新しい市場経済体制が実施されるなかでも農業生産体系は殆ど

旧時代の形のままで進行されている｡

新しい社会,経済環境において､農地私有化の課題と共に集団農場の運営,生産活動の資金を含

む農業資金の調達､換金性の高い作物の栽培実施､非近代的な市場,流通システムの整備等は様々

の基本問題として取り上げられている｡

これらの問題を解決するため､ウクライナ政府は､農工コンプレックス省(Ministry ofAgro-

Industrial Complex)の活動を強化し､外国からの技術援助､資金の投資を誘導する方針を着実に実

施計画に移しているようである｡

1-2-2 農業生産

1991年の独立以来､ウクライナ国の農業生産は不安定な状況に置かれている｡ソ連邦時代の1990

年の農業生産は441億usドルだったが､ 1997年の生産は193億usに低下した｡

市場経済政策を進行するなかで,農地私有化計画は序々に進んできたが計画通りの進展は見られ

ていない｡しかし全農地の14%しか所有していない1,100万の民営農家は現在の農業生産の45%ま

でを達成した｡一方､ 86%の農地を管理する集団農場は55%の生産を行い､不生産な体制に甘んじ

ている｡

したがって､ウクライナ国農業生産を改善するため,最も基本問題である農地の私有化を早いペー

スで実施しそれに見合う､農業生産体系及び,インフラを整備することが必要である｡

-
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1-2-3 港概及び排水

前述したようにウクライナ国全土に多くの河川が分布しており､港慨の供給水源が豊富であるこ

とは明らかである｡ウクライナ国の澄渡面積は260万ha､全農耕地の古.9%､土地改良面積は320

万ba､ 8.5%である｡このうち,排水面積は220万baである｡港慨面積は37%が､ドネル-ドニエ

プル地方(Doners-Dnieper) ､ 49%が南部地域に分布しているo

土地改良及び排水面積は､南西部地域に94%が集中している｡ドネル-ドニエプル地方の年間降

水量は450-550mmで,春から秋にかけて比較的乾燥して､飼料作物及び夏期作物には､港慨が必

要である｡また,南西部地域では､年間降水量550-1,200mmで､年間を通じて比較的降るので,

港概は必要ではない｡南部地域では, 300-400mmで特に夏期は乾燥しているので,夏期作物,柑

橘には必要である｡

澄渡面積の割合は､穀物(34%)
,飼料作物(50%) ､工芸作物(6%) ､野菜､果物(10%)で

ある｡港概するには､ポンプが必要であるが現在燃料が国際価格になり,経費が上昇している｡し

たがって,港概が必要としない作付計画に変更がせまられている｡

今後の農業開発において,新規の換金作物の導入は極めて必要で,その際,南部または北部を問

わず､全国的に港概排水施設を整備することは､重要な課題である｡

特に､港液面積の大部分は南部地域のケルソン州(Kherson) 435.千ha､クリミヤ自治共和国(crimean

lndependent Republic)に361.6千baが存在し,各々の耕作面積の25･3%及び30･3%を占めているo

ケルソン州には､カホヴスキ港概プロジェクト(水路延長130km､通水量530m3/S)ではヨーロッパ最

大の港概プロジェクトである｡又､クリミヤ自治共和国にを叫延長402km,通水量294m3/S)の大港概

プロジェクトが存在する｡

今回の調査では,この2大プロジェクトを含む地域の事前調査を実施した｡他のCIS諸国の港概排

水施設とは異なり維持管理も比較的良好で､施設はかなりよく整備され機能している｡上記､ 2つ

のプロジェクトは殆ど私有化が進んでいない｡従前の集団農場の経営で運営している｡今後如何に

私有農場に移行するかが大きな問題と思われる｡

1-2-4 営農体制

営農体制面においては､主に集団農場と私有地農家の2つに分類される｡集団農場は全国で

30,000ケ所存在し,占有農地面積が約30,000千haなので1ケ所当たりの平均占有面積は1,000
ba

である｡一方,私有地農家の数は, ll,000千で,その占有面積が約5,000千ba, 1戸当たりはo.5ba

である｡

生産面では,集団農場は全生産額の約55%に対して私有地農家は全生産額の約45%を生産してい

るo集団農場の殆どは大規模に麦､ピート､コーン等の農作物を生産しているが､私有地農家は換

金作物への栽培転換をできるだけ行い､農家の収入の改善に努力している｡

-I
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1-2-5 市場,流通システム

旧ソ連邦時代においては､ウクライナ国で生産された農産物は､国内自給分を除き､全生産量を

ソ連邦の他の国々へ輸出される仕組みであった｡生産計画,調整等､問題は殆ど無かった｡

しかし, 1991年の独立後,市場経済の導入に伴い,農産物の市場自由化が実施されてたが,市場

インフラ,流通システムの整備が遅れ､一般農家は不安定な市場､流通システムに対応しなければ

ならなかった｡

今後の農業開発戦略において市場インフラ､流通システムの整備は不可欠である｡

1-2-6 農業機械化

旧ソ連邦時代から大規模生産のため､農業機械は盛んに使用された｡現在,維持費または部品等

の不足から多くの農業施設､設備は機能していない｡また,時代遅れの設備も多く見られている｡

高生産性の農業活動を行うためにははとんど,老朽化施設,設備は更新が必要であり,また,老

朽化した設備は新規設備を導入する必要がある｡

1-2-7 農産加工

ソ連邦時代においては,ウクライナ国に一次産品の農産物を生産する役割が分担された｡そのた

め､農産加工の産業は最近までなされず､極めて遅れた状態にあった｡

現在のウクライナ農業は,農産加工面に力を入れている｡このことは､行政面に農業と工業の連

携を図る目的で､強力な農工コンプレックス(Ministry ofAgro-Industria】 Complex)が設立された｡

この目標の実施のために活動しているo また､最近の農業生産の不安定に対して農産加工の実施に

よる付加価値の利益が得られ､ GDPにおける農業セクターのシェア-を向上することもできる｡し

かし,新規設備投資の財源が不足しているウクライナ国にとっては,海外からの投資は極めて必要

である｡

1-2-8 農業資金

今日のウクライナ国の農業開発においては,農業近代化課題と共に資金不足は深刻な問題である｡

資金不足が原因で､肥料･農薬等の購入が十分できなく､生産性を低くし､収穫への悪影響は避け

られない｡また､収穫後の農産物は安定した市場が殆ど無いため､農家は投資賃金の回収の保証が

できないo この状況は､悪循環をおこしている｡

ウクライナ国政府としては,農業開発面においても外国からの協力､特に投資を望んでいる｡

-
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1-2-9 農業技術支援

ウクライナ国での農業技術支援に関しては､キエフにある国立農業大学(National Agrarian

university)をはじめ､種々の農業研究機関及び試験農場が全地域地方に分散され､農業教育及び研

究を行っている｡学生の学習項目の中には､試験農場での実習が課せられている｡

しかし,これらの研究機関の研究成果は,一般農家への普及または直接に技術支援を実施するこ

とは行われていない｡一般農家の技術支援の要望をこれらの農業研究機関ヘアクセスできる方法も

今後の課題である｡

現況においては,一般農家は肥料､農薬､資金,農産加工技術,安定な市場システム等を必要と

している｡

1-2-10 農業立地環境

二つの山脈地帯(西部のCarpatbian Mountainsと南部のCrimean Mountains)以外,ウクライナ国土

の約70%は肥沃な土壌を有し,温帯気候と豊富な水資源も有するので自然環境面においてはいうま

でもなく農業開発の立地条件は極めて恵まれている｡

農業生産の伝統も古く,ソ連邦時代においては約80%の労働力は農業に従事した｡自国人口の供

給以上の生産力を持っているウクライナ国は今後､自然資源と人的資源を活かし､最も適した農業

開発を実施し､かつてのヨ一口ツ/tDにおける穀倉としての役割を再び担えるようになることが期待

されている｡

1-3 南部地域農業持続可能開発計画

1-3-1 地域の概況

ウクライナ国は旧ソ連邦の南西部に位置し,調査の対象地域のケルソン･)11及びクリミヤ自治共和

国はウクライナの南部,黒海に面しており比較的温暖な地中海性気筒cfa)である｡年間雨量はオデッ

サで500mm､年間平均気温は5.6℃(夏季は21℃､冬季は-1.4℃)であるoこの地域には既に1-.2-

3の港概及び排水のところで述べたように港概排水施設はかなりの程度機能しているが､今後持続

可能な農業に発展させるには多くの課題を解決することが必要である｡

1-3-2 計画調査の基本的な考え方

ソ連崩壊後,中央集権経済化から市場経済の移行はウクライナ国の農業生産に悪い影響を与えた｡

現在の農業農村総合開発の問題点を整理し,将来に向けた対策を考える場合､農業全般にわたるマ

スタープランを策定することは極めて緊急の課題である｡その対策としては次のことが考えられる｡

--I
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1)港概排水施設の更新,澄渡排水システムの合理化､近代的な水管理組合の再構築

2)合理的な土地利用計画の策定

3)農地私有化を促進するための行政組織の再構築

4)効率の良い農業市場システムの近代化

5 )小規模私有農家に適する小型の農業機械に対応する機械化体系の構築

6)農業支援システムの再構築

7)小規模私有農家に対する農業資金システムの改善

8)農業研究組織の再構築

(1)目 的

この調査の目的は次のように考えられる

1 )この地域における持続可能な農産物の生産強化のための総合的な農業農村総合開発計

画の基本的な開発計画を策定し､ウクライナ国側と協力して,開発計画の中に含まれる

種々のプロジェクトの優先順位付けを行い,最優先プロジェクトの中からパイロットプ

ロジェクトを選定する｡

2)選定された優先プロジェクトについて､フィージビリティレベルの調査を実施し,技術

的､経済的,財務的可能性を明らかにし､すべての点で良好なものをパイロットプロジェ

クトとする｡

3)調査の過程において,カウンターパートに対し､技術移転を行う｡

(2)調査の対象地域

ケルソン州及びクリミア自治共和国の大部分､計約40,000km2を対象とする｡

(3)マスタープラン調査

調査はphase I及びphaseⅡからなるo

1)マスタープラン調査(phase二)

この調査は調査地域の現況及びこの地域の開発を阻害している問題に対し,ウクライナ

国農工コンプレックス省及び関係省庁と協力して持続可能な具体的な対策を作成し､農

業農村開発のマスタープランを策定する｡マスタープランの中の個々のプロジェクトの

優先順位付けを行い､優先プロジェクトの中からパイロットプロジェクトを選定する｡

このために､データ､情報を出来るだけ収集し,分析を行うと共に､既存の開発計画

をレビューし､問題点の解析及びその対策を作成する.その際､地域的条件別(気候､

地形,標高など)及び小セクター別(営農､畜産､普及､加工処理､マーケット,農業
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研究組織,農民組織､港概排水､農道,給水など)に問題点を整理,分析を行い,持続

可能な具体的なプロジェクトを策定する｡優先順位付けの基準は出来るだけ客観的に設

定する｡速効性,効果的であり,ウクライナ国全土のモデルになりうるものから選ぶこ

とが必要である｡

2)フィージビリティ調査(pbaseⅡ)

1)の手順をふんで選定されたパイロットプロジェクトに対し,フィージビリテイ･レ

ベルの調査を実施する｡この調査中､併行して次のような試験施設を設置するoこの試

験施設を設置することにより､具体的な施設を見せることにより,ウクライナ国政府職

員及び関係農民を啓蒙することにも役立つこととなるo

.ふん尿を燃料として利用する試験施設､太陽エネルギーを利用してポンプ､農産物

処理､加工などのための試験施設

.塩害対策として､地下水を低下させるための堅型ポンプ場試験施設

(詳細は添付資料のTerms of Reference for the Study on the Project of Sustainable

lntegrated Agricultural Development in the Southern Region of the Republic of Ukraine

を参照されたい｡ )

1-3-3 総合所見

農業生産体制の再構築にとって最も重要と思われる点は､国有地の民間への配分後個々の農家が

市場経済の中で如何にして自立していくかである｡今まで社会主義体制の中で経営意識の薄かった

農家の意識を変えていくという問題も重要なファクタ-であるが,基本的には持続可能となるよう

な農業生産整備が必要と考えられる｡港概排水農業に必要な基幹施設は旧ソ連時代に作られている

が,維持管理が十分でないため,利用効率は低下している｡これらの施設を更新し､有効に利用し､

新たに構築する農業生産体制に組み込むことは緊急的課題であるo生産体制の再構築には､ハード

の分野として,ポンプ場,幹線港概施設以下末端に至る港概施設の整備,道路,ソフトの分野とし

ては､集荷場,貯蔵･加工施設,農業研究組織の再構築､農民意識の改革､農業組合の及び水管理

組織の再組織化､流通機構等改善すべき点は多々あるが,市場経済化に伴う農地の私有化政策に合

致した農業開発を促進する上でここにあげたマスタープラン調査を行うことは極めて重要と考えら

れる｡

(技術的可能性)

個々の技術についてはかなり高い水準にあると考えられるが､今後､マスタープランのような全

体計画を立てる上で外国の技術協力が必要となってくると思われる｡基本的な建設技術,管理技術

及び研究の蓄積はかなりあるように感じられたoカウンタパートとしての相手国政府技術者の技術

力に関してはプロジェクト遂行上,言語(殆ど英語は期待できない)を除いて全く問題ないo
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(社会･経済的可能性)

ウクライナ国の農業部門は自然環境に恵まれ,伝統的な重要な生産部門で純生産で全部門の39%

を占め(1997年)
､生産は漸次､上昇している｡穀物自給率を向上させるためには､穀物栽培に適

している地域に港概施設,塩害防止施設の整備､農業支援体制の整備,特に､この地域の農地の私

有化は5%と遅れているので､私有化を促進することは主要穀物の増産を可能にするためには極め

て緊急の課題で､ウクライナ国農業にとって非常に大きな効果が期待される｡

(現地政府)

当プロジェクトの担当の農工コンプレックス省はウクライナ国政府内でも最も強力な組織の一つ

である｡農業生産体制の改善は市場経済に移行する上で極めて重要で,国家経済の安定には必須の

課題である｡この課題解決のための政府の意欲は極めて高い｡また,農民の意識も漸次高くなって

きているようである｡

-
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WATER ECONOMY
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HYDRO-GEOLOGICAL REGIONS

NScale 1:10 000 000
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モルドバ共和国

モルドバ共和国農業持続可能開発計画
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年以内に完全撤退することでロシアと合意した｡ 96年12月ドニエストル共和国独自の大統領選挙

を実施した｡また, 94年12月議会は南部の少数民族ガガウス人に自治権を与え､ガガウス語を公

用語とすることを承乱90-91年の教育改革でローマ字が復鞄旧ソ連時代にルーマニア語の⊥方言

であるモルドバ語をロシア語のキリル文字に置き換え巧.民族的に近いルーマニアと関係が活発化

した. 94年2月新議会選挙でルーマニアとの統合を反対した｡モルドバの独立を主張する農業民主

党が過半数を獲得し､ 96年12月大統領選の決選投票でロシアとの関係を重視するルチンスキー氏

が当選した｡

(出典(1)略史及tF(2)現状は､ DataBookofthe World, 1998､世界各国要鞄

2-1-2 経済･社会の現状

旧ソ連邦時代のモルドバ経済の役割は､農産物の生産と食品加工(ぶどう､穀物､ワイン､野菜､

タバコ､畜産)であったo農業はこの国の経済にとって最も重要なセクターで, NMP(Net Material

product)は40%を占めていた｡同様に食品加工業は, NMP40%を占める工業セクターの中の半分を

占めていた.最も重要な作物は､ぶどうで､モルドバは1990年には旧ソ連邦の18%のぶどうと16%

のワインを生産していた｡次に重要な作物は穀物で､その中でも,特にコーンと冬作小麦は通常の

年では全穀物の生産のうち各々45%と35%を占めていた｡又,モルドバはタバコの主な生産地で､

1990年旧ソ連の26%を生産していた｡他の重要な作物は､てんさい,ひまわりの種子､果実を生産

している.食品加工業はモルドバでは重要なセクターで,アルコール飲料,冷凍野菜,缶詰の製造

に集中していた｡

モルドバは工業部門ではカーペット,冷蔵庫､フリーザー､洗濯機､テープレコーダー､ラジオ､

ステレオ,カラーテレビ,家具,電気設備を製造している｡

モルドバの貿易は,殆ど旧ソ連邦の諸国に依存していた｡輸出は74%､輸入は71%,そのうち殆

どが現在のロシア共和国に依存していたが,ソ連崩壊後はEU及びアメリカ合衆国に志向してきたo

現在､主な貿易対象国は旧ソ連の諸国を除いて,ルーマニア,ドイツ､中国,ブルガリア､イタリ

アであるoソ連崩壊後は旧ソ連諸国間の貿易が激減､生産はひどく落ち込んだ｡ 93年の消費者物価

上昇率は前年比1137.8%｡ 11月独自通貨レイ(1レイ-400ルーブル)を導入o独立後,市場経済へ

の移行を進めている｡ 95年3月議会は1,450の国営企業を民営化する計画を承認した｡ 96年度予算

は歳入3億2,000万ドル､歳出3億4,700万ドルo 96年5月IMFは3年間で1億9,500万ドルの拡

大信用供与措置を承認した｡

2-1-3 農業の現状

モルドバは小さな農業を主とした共和国である｡モルドバの農業はNMPの40%を占め, 1/3の

労働力を雇用している｡更に､食品加工業は工業生産の40%を占め､工業部門の20%を雇用してい

る｡モルドバの国土面積は旧ソ連邦15ケ国のうち､ 2番目に小さい.人口は440万人で1km2あた

りの人口密度は130人である｡これは旧ソ連邦の共和国の中では最高の人口密度である｡しかしな

がら,人口の52.5%は農村に住んでいる(1990年)｡これは旧ソ連の共和国の平均34%より極めて高
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第2章 モルドバ共和国

2-1 概 要

2-1-1 国の概要

モルドバ共和国は,中央ヨーロッパに位置する｡この国の首都はキシニフ(Chisinau)で､北緯47o ,

東経27o 30'に位置するoモルドバの全面積は33,700km2,南北350km,東西150kmであるo

東側及び南側の国境にはウクライナ共和国､西側の国境にはルーマニア共和国と接している｡モル

ドバは殆ど平らで, 3つの地帯に分かれる｡すなわち､森林地帯,森林･ステップ地帯,ステップ

地帯である｡最も高いところで標高429.4mで､主な河川はNistru河及びprut河である｡モルドバ

は湿潤大陸性気筒Dfb)で､平均気温は8℃-10℃(1月は-3℃--5℃, 7月は20℃-25℃)であるo

夏季は長く,暑い日が続き､比較的乾燥している｡冬季は短く温暖である｡平均年降水量は南部で

380mm,中央部及び北部で560mmである.土壌は色々あるが黒土が大部分で､有機物を多量に含有

し,肥沃である｡その為､穀物,果実､野菜を生産するに適している｡ 1991年のセンサスによれば,

モルドバ共和国の人口は4,362,000人で,そのうちモルドバ人が64%で,以下ウクライナ人14%.

ロシア人9‰その他である｡モルドバの最大の都市はキシニョフで､人口は85万人である｡国語

はモルドバ語(ルーマニア語と同じ)で､ラテン語を基礎としているoロシア語も用いられているo

主な宗教としては東方正執ロシア正教)で､次いでカトリック教が多いo

(1)略 史

この地域は,かつてベッサラビアと呼ばれ､ 14世紀にモリダビア公国が創立されたが,古来交通

の要所にあり､その存在は脅かされてきた｡ 16世紀にはオスマン-トルコの支配下に入った｡ 18

世紀後半からはバルカンをめぐるロシアとトルコの係争地となり､ロシアの南下政策により,プルー

ト川以東のベッサラビアは1812年ロシア領になったoその後ルーマニア人の民族意識の高まりのな

かで､第1次世界大戦後,ルーマニアに編入された｡しかし,ソ連はこれに反対し, 1924年ドニエ

ストル川東岸のウクライナ共和国の一部にモルダビア自治共和国をつくった｡1940年ソ連はベッサ

ラビアと北ブコビナを占領し､モルダピア自治共和国の一部と合わせて､モルダビアエソピエト社

会主義共和国を創設､ソ連邦構成共和国となったoその際､モルダピア自治共和国の一部はウクラ

イナ共和国領となった｡

(2)現 状

1990年6月国名をモルドバ-ソビエト社会主義共和国に変更､主権宣言を採択した.91年5月国

名をモルドバ共和国に変更, 91年8月独立宣言o 12月cIS創設協定に調Ello 92年3月国連加盟｡

国内に民族間題を抱えていた｡ 90年9月ロシア人が主に居住する東部ドニエストル地域がドニエス

トル共和国を宣言,モルドバ側との武力衝突に発展｡ 92年5月ロシア軍がドニエストル側につき戦

闘が激化｡ 8月モルドバとドニエストル双方の兵力の引き離しが完了した｡94年10月ロシア軍が3
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い数字を示している｡モルドバの小規模で専門化された農業は輸出に重要な役割を果たしてきた｡

1991年,ソ連崩壊後､モルドバ共和国は独立以来大きな経済危機に遭遇するとともに､1992年､及

び1994年の早魅のために甚大な被害を被った｡農業生産は1989年から1993年の間に33%低下し

た｡この結果GDPは50%以上低下したoモルドバは年間降水量が少なく､ 1992年及び1994年の大

草魅は例外であるが,早魅の危機を常にはらんでいる｡モルドバ農業の優位性は,その資源,すな

わち温暖な気候と肥沃な土壌に由来する｡世界に最も肥沃な土壌である黒土に特徴づけられ,国土

の表面積の80%を占めている｡重要な農産物は加工用の果実､ペリー､タバコ､ワイン用ぶどう,

冬小麦､コーン､畜産(養豚､養鶏)である｡モルドバの自然条件は､地形､土壌､気候､植生,水

資源の違いによって特徴づけられる｡一般に丘陸地帯の平均標高は147m､最高でも430m程度であ

る.地形の起伏が微気象に影響を与え,農業の土地利用に影響する｡モルドバの国土面積事j340万

baで, 1991年時点では230万baが農用地で,そのうち150万baが耕地である｡森林地は37万ba

である｡自然の水面積は15,000baで貯水量210百万m3,人工の貯水池及び水路は25,000ba,貯水

量800百万m3に過ぎない｡

平均年降水量は300-550mmである｡北西から南東の方向に降水量は減少していく｡モルドバ共和国

の国土は気温と降雨量に基づいた農業気候帯は､北部地域､中央地域,南部地域のつに分類され

る｡この地帯は､北部森林ステップ地帯､中央森林地帯,南部ステップ地帯といわれることもある｡

モルドバの土壌は肥沃で､自然の恵みである15の土壌タイプがあるが､大きく3つに分けられる｡

a)cbernozem(黒土) 80%

b) Brown and gray forest soil ll･5%

c)Al1uvialmeadow soi1 815%

耕作地の80%が勾配を有する｡すなわち61%が1-5o ､ 15%が5-8o , 4%以上が8-15oである｡土

壌浸食は耕作地の半分を占める｡ 740,000baで生じ, 410,000baは激しい土壌浸食におかされている｡

2-1-4 環境問題

前述したように､モルドバの最も価値のある自然資源は土壌である｡しかしながら,土壌浸食は耕

作面積の半分を占めており､過去23年の間に45%にも増加したと伝えられている｡この主な理由

は､丘陸地帯の牧草地を大規模に単年作物に変換したり､耕作地を大きくしたこと､土壌浸食の防

止に注意を払わなかったこと､又,土壌浸食防止施設の老朽化などによる｡これを防止するには,

農民に土壌浸食防止の重要性を十分認識させることが必要である｡又､過去に農薬を多投したこと

によって,地下水､表流水の水質が悪化している問題もある｡圃場に残存している農薬や化学肥料

は環境や公衆衛生に悪影響を生じている｡十分な安全管理が必要である｡
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2-2 農業開発の現状と問題点

2-2-1 概 要

モルドバ共和国は社会主義経済体制の崩壊後,市場経済体制への移行を目指した｡しかし､旧ソ連

との経済関係の断絶､エネルギー資源･工業原材料の輸入の激減､輸出市場の消失等により,経済

混乱に陥り,生産性は低下している｡ 1995年1人当たりの国民生産は920ドルであり,世銀の指標

による低所得開発途上国に分類されている｡人口は約443万人であるo

モルドバ共和国は, 1992年以降市場経済への移行に伴う生産減退､超インフレで経済は悪化し､

農業生産及び工業生産は減退した｡

モルドバ共和国は農業が中心で､気候と土壌(黒土地帯)に恵まれ,ブドウなどの果実､野菜,甜菜､

葉たばこ,冬小麦が集約的に栽培されていた｡

モルドバは､湿潤大陸性気候で､年降水量は500mm程度でかんがいを必要としている｡ソ連崩壊

後､燃料の不足のため,ポンプかんがいが困難となり､施設の機能が低下し,管理が十分ではない

ため,施設は破損された状態のままになっているケースが多い｡

このため､かんがい施設の更新は,勿論は持続可能な農業に再生するための総合的な農業支援対策

を講ずることが緊急な課題である｡

2-2-2 農産物生産

国土面積340万haのうち農用地は76%で､耕作地は国土面積の半瑚52%)170万haで比較的集約

的に栽培されている｡果実､ぶどう,ペリーなどの永年作物は14%(40万ba)､ 10%は牧草に使用さ

れているo耕作地の約半分は,穀物を栽培している｡工芸作物オイルシード､甜菜,タバコ)は15

-17%､残りの7%は馬冷暑､野菜,飼料が栽培されているo作物の輪作は過去の研究や科学的根

拠によって決められている｡輪作のローテーションは西欧に比べて長く, 6-10年というのも珍し

くない｡モルドバの農業は旧ソ連邦の中でも最も高い収量をあげてきた｡その理由としては肥沃な

土壌,低賃金な労働者の確保が可能だったからである｡近年は資金不足のため,農業生産に必要な

資機材の不足､適切な管理の欠如､加えて､早魅の被害も加わり農業生産は低下したoこのため､

モルドバ政府は政府資金により種子開発を行い,自由貿易によって必要な資機材を輸入し,市場の

再構築等､私有化を早急に図ることが必要である｡

2-2-3 港概及び排水

降水量の不足と季節の変動によって､モルドバ農業にとって港概は極めて重要な手段である｡年

間の水消費量の割合は次の通りである｡

農業 63%(このうち港概は53%)

飲料水など家庭用水 15%

工業用水 14%

建設･運輸部門 8%

100%
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農業が水消費の主なユーザーであるが､小規模に港慨が行われ,港概用貯水池も十分ではない｡

モルドバにおける濯概開発は1930年代に始まり,既存の最も古い施設はNistru河沿いにあり､約

50,000haが港漉されていた｡更に,集約的で組織的な開発は1960年に始まり､ 1965-85年の20年

間に200,000baが開発され､港概面積は308,200ha､農用地の12%までに達したo

港概地域は48のサブ港概地域に分けられ総面積は220,000baで,その規模は1,300ba-20,000ba

である｡モルドバの澄渡に対する戦略としてはNistru河とprut河に貯水可能なダムを建設すること

である｡このことにより､副次的に年間を通じて枯渇する小河川に対して通水を可能にすることに

ある｡ウクライナの国境のOk□istsaに大ダム= Novonistrovskaya=を建設し, 45億m3を貯水し, 17

万haの農地を港概する｡又, prut河上流にKosteshte-Stenkaに大ダムを建設し11億トンの貯水を

し70,000baの農地に港概する計画がある｡

モルドバ最南部にDanube河から取水し港概する計画があるが､まだ実行されていない｡ Nistru河及

びpr｡t河沿岸の南部地域,約50,000baから洪水を防御する計画を実施した｡両河川の沿岸1500km

にわたって排水事業を実施した｡畑地の排水は約10,000baで,危機的な状態にはない｡モルドバの

港概は水の供給の安定性の確保と補完の性格を有する｡年間降雨量は北部において550mm,南部に

おいて400mmである｡北部においては, 1年のうち,半年程度,水分が不足する｡南部においては,

10年間のうち6-7年､早魅の状態が生じる.港慨の方法は98%スプリンクラー港概である｡ドリッ

プ港概も-部の換金作物に対しては行われている｡しかし､あまり成功した実例はない｡港潮水は

有械物が多いために､ノズルをふさぐことが.しばしば生ずるためであるoAKVAモルドバは農業

における水管理を担当している｡現在､農民は水使用のために料金を払ってはいない｡AKVAが政

府の資金によって支払っているためである｡しかしながら､その資金では十分な維持管理はされて

いない｡その為､施設は老朽化している｡港慨施設の良好な維持管理のためには,水使用料をユー

ザーが負担するシステムを導入することは不可欠である｡

2-2-4 営農体制

モルドバ農業は伝統的に色々なタイプの集団農場及び国営農場の経営によってなされていた1991

年2,800の国営農場及び集団農場は1994年1月に160の新しいタイプの農場に再編成された｡その

内訳は､ 39の株式会社, 53の有限会社, 62の農業協業組合､ 6の私有地農民協会である｡ 1994年7

月までに株式会社は63までに増加した｡農地改革は,農場再編と連携している｡この再編には2つ

のステージがあるo最初のステージにおいては,国営農場及び集団農場の構成員の所有圃場や地域

住民や都市住民の庭園の区画を含めて, 1家族当たりo.75haの割り当てになったo最初のステージ

の農地改革は325,000ba､全国土の面積の10%､全農用地面積の13%を占める｡残りのモルドバの

全国の面積300万baのうち190万baは私有地に割り当てられ110万baは国有地に割り当てられた｡

1994年2月現在, 312,000人が土地の所有を認められて､モルドバの農用地の15%は私有地として

使用されている｡他のCIS諸国と比べ､私有化はかなり進んでいるといえるo今後､次のステージ

として引続いて,私有化への道が続いている｡
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2-2-5 市場･流通システム

現場の市場システムはモルドバ農業に大きな障害となっている｡市場は国の専売組織によって化学

製品及び機械などが管理されている｡サービスの質は悪く､広範囲にわたっているoというのは､

組織は脆弱で,内部のリストラも新しい管理システムも採用されていない｡資機材の供給も保証さ

れていない｡財政的にも極めて脆弱である｡穀物の市場も国の専売組織によって管理されている｡

加工果実や野菜は伝統的に食品加工業の会社によって管理されている｡これらの会社の多くは,1993

-94年の私有化プログラムのときに設立されたものである｡しかしながら.財政的な問題から､市

場から撤退する食品加工業者が増えてきている｡Moldcoopという消費組合が地域の末端の取引きを

管理しているが､この消費組合は伝統的に西ヨーロッパの消費組合とは異なり､地域の取引きの重

要性のため､ Moldocoopは多くの規制を受けているo末端地域の取引きを維持するためには多額の

特恵的な資金が必要である｡

2-2-6 農業の機械化

モルドバでは､旧ソ連邦時代､トラクタ-を始め農業機械は十分に供給されていた｡ソ連崩壊後は､

ソ連邦内の共和国間の貿易は崩壊し,農業機械の価格は高騰し,農場に対する新しい農業機械の供

給は著しく困難になった｡当初､若干の予備があったので, 2年間程は持ちこたえることができた

が､燃料及び潤滑油は危機的に欠乏し, 1993年には崩壊前の30-40%,スペア･ハ-ツは30%を

確保するのがやっとであったoその胤重大な問題としては,小規模農業経営に必要な小規模の農

業機械の確保が困難なことである｡このため､モルドバ政府は農業機械を製造するため3つの国内

農業機械製造組織を再構築することを決定した｡しかしながら､この計画は経済的に妥当性がある

のか疑わしいので､現在発展していない｡この為､対外的な協力が求められているo

2-2-7 農産物加工

モルドバの農産物加工は大別して,ワイン製造と果実及び野菜の加工である｡ぶどう園はモルドバ

の耕作地の1/7を占め､ 1976年には256千baに達したが､近年170-180千baに減少したoモルド

バには150のワイン製造会社があり､モルドバワインの特徴は大きな生産能力を有する｡ソ連崩壊

後､資金不足のため十分にワインを生産することはできなくなった｡モルドバの最も有望な分野で､

政府もその発展に力を注いでいる､モルドバのもう一つの食品加工業はモルドバの農場から生産さ

れる生鮮農産物である｡野菜生産は健在で､殆ど減少することもない｡港概をうけている野菜は､

1980年代では全野菜栽培の70%､ 1990年には55%であった｡ 1983年から1991年の間の期間にお

いては,果実やペリーの生産は増加して､平均12.5tonnlaで1991年から1992年にかけて6･0-

4.6t｡nn.aに生産は落ち込んだ｡モルドバには23の国営缶詰企業がある｡缶詰加工は100万トンをこ

し､そのうち港概野菜は630,000トン､そのうちトマトが535,000トンである｡果実は410,000トン

で､このうちリンゴが330,000トンである｡しかしながら､施設はかなり老朽化しているので,将

来､新しい技術によって大規模に改造しなければ現在の優位性は,他のCISの国及びブルガリア,

ルーマニア,ハンガリー､ポーランドにとって変えられる可能性があると世銀レポートは指摘して
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いる｡

2-2-8 農業資金

急激なインフレにより, 1993年の月平均20.5%, 1994年の第2,4半期3.0%,価格が上昇した｡借

入金の名目の平均利子率は1994年3月､ 377%から同年7月79%にダウンしたo 1994年の前半は利

子率は非常に高い値を示していた｡ 1993年の中頃農業に対する貸出しは､特恵的な扱いを受けてい

たが､中止された｡このため,農業者は普通の商業に対すると同じ利子率で資金を借りざるを得な

かった｡そのため､直接の借入れは1994年中頃には中央銀行の借入れの20%に達した｡国立モル

ドバ銀行(CNMB)によると､ 1994年前半期にNMBで発行された1億Leiの96.6%は短期貸出し

であった｡又､この時期の貸出しの54%は農業セクターを対象としていたと報告されている｡農業

に対する貸し方はAgroindBankであり,モルドバにおいては最大の銀行である｡農業資金について

は特に経済力のない農業者には特恵的な処理を講ずることが必要である｡いずれにしろ､対外経済

協力は不可欠である｡

2-2-9 農業技術支援

市場経済において､農業･食品加工業省の役割は普及､教育,研究などに必要な公的支援を与える

ことである.市場経済への移行は,農業･食品加工業省の組織及び機能に対し,大きな改革を要求

しているo政府の役割は市場経済においては少なくする様な方向にあることは必要であるo1990年

以来農業生産及び食品加工に対する直接の行政の機能は減退した｡しかし,政府は政策の分析や､

市場経済に対する普及に対して十分に行われているとはいえない｡これに対応するような組織に改

革する必要がある｡モルドバがグローバルな市場経済に対応するためには研究所の役割も改善する

ことが必要である｡ソ連崩壊前は研究所の予算はソ連邦によってまかなわれていた｡多くの研究所

は多くの科学技術者(-一般的に一研究所当たり100名程度)により経済的にもうまく運営されていた.

このうち､コーン研究所,ソルガム研究所及びワイン研究所などは､民営で運営されている｡一般

的に､研究所の商業活動に関する分野は民営､研究所の中核的活動は公的資金で維持すべきである｡

農業研究所の普及,教育は今後改善することが必要である｡研究と教育との連携は､ウクライナ､

ロシア､ルーマニアなど周辺諸国と協力することが必要である｡特に当該市場における価格の公示,

農地改革の方法､手順､農場の再構築,小規模農業生産者に対するアドバイスなどである｡

2-3 モルドバ共和国農業持続可能開発計画

2-3-1 地域の概況

調査対象地域はモルドバ国全土にわたるので,既にモルドバ国全土の概況を述べたので､ここでは

重複するので省略する｡

2-3-2 計画調査の基本的な考え方

ソ連崩壊後､中央集権経済化から市場経済の移行はモルドバ国の農業生産に悪い影響を与えた現在

の農業農村総合開発の問題点を整理し､将来に向けた対策を考える場合､農業全般にわたるマスター

プランを策定することは極めて緊急の課題である｡その対策としては次のことが考えられる｡
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1)濯概排水施設の更新,港概排水システムの合理化､近代的な水管理組合の再構築

2)合理的な土地利用計画の策定

3)農地私有化を促進するための機能的な行政組織の再構築

4)効率の良い農業市場システムの近代化

5 )小規模私有農家に適する小型の農業機械に対応する機械化体系の構築

6)農業支援システムの再構築

7)小規模私有農家に対する農業資金システムの改善

8)農業研究組織の再構築

(1)目 的

この調査の目的は次のように考えられる

1 )モルドバ国における持続可能な農産業全般にわたる総合的な農業農村総合開発計画の

基本的な開発計画を策定し､モルドバ国側と協力して,開発計画の中に含まれる種々の

プロジェクトの優先順位付けを行い､最優先プロジェクトの中から/1oイロットプロジェ

クトを選定する｡

2)選定された優先プロジェクトについて,フィージビリティレベルの調査を実施し,技術

的､経済的,財務的可能性を明らかにし,すべての点で良好なものをパイロットプロジェ

クトとする｡

3)調査の過程において､カウンターパートに対し,技術移転を行う｡

(2)調査の対象地域

モルドバ国全土,約32,000km2を対象とするo

(3)マスタープラン調査

調査はpbase I及びphaseⅡからなる｡

1)マスタープラン調査(phaseI)

この調査は調査地域の現況及びこの地域の開発を阻害している問題に対し,モルドバ国

農業･食品加工業省及び関係省庁と協力して持続可能な具体的な対策を作成し､農業農

村開発のマスタープランを策定する｡マスタープランの中の個々のプロジェクトの優先

順位付けを行い,優先プロジェクトの中からパイロットプロジェクトを選定する｡

このために,データ､情報を出来るだけ収集し,分析を行うと共に､既存の開発計画

をレビューし､問題点の解析及びその対策を作成する｡その際,地域的条件別(気候､

地形,標高など)及びサブセクター別(営農,畜産､普及,加工処理､マーケット､農

業研究組織､農民組織､港概排水,農道､給水など)に問題点を整理､分析を行い､持
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続可能な具体的なプロジェクトを策定する｡優先順位付けの基準は出来るだけ客観的に

設定する｡速効性､効果的であり､モルドバ国全土のモデルになりうるものから選ぶこ

とが必要である｡

2)フィージビリティ調査(phaseⅡ)

1)の手順をふんで選定されたパイロットプロジェクトに対し､フィージビリテイ･レ

ベルの調査を実施する｡この調査中,併行して次のような試験施設を設置する｡この試

験施設を設置することにより,具体的な施設を見せることにより,グルジア政府職員及

び関係農民を啓蒙することにも役立つこととなる｡

.ふん尿を燃料として利用する試験施設,太陽エネルギーを利用して排水ポンプ､農

産物処理､加工などのための試験施設

(詳細は添付資料のTerms of Reference for the Study on the Project of Agricultural

Development in Moldovaを参照されたいo )

2-3-3 総合所見

農業生産体制の再構築にとって最も重要と思われる点は,国有地の民間への配分後個々の農家が

市場経済の中で如何にして自立していくかである｡今まで社会主義体制の中で経営意識の薄かった

農家の意識を変えていくという問題も重要なファクタ-であるが.基本的には持続可能となるよう

な農業生産整備が必要と考えられる｡港慨排水農業に必要な基幹施設は旧ソ連時代に作られている

が､維持管理が十分でないため､利用効率は低下している｡これらの施設を更新し､有効に利用し､

新たに構築する農業生産体制に組み込むことは緊急的課題である｡生産体制の再構築には､ハード

の分野として､ポンプ場,幹線港概施設以下末端に至る港概施設の整備､道路,ソフトの分野とし

ては,集荷場､貯蔵･加工施設､農業研究組織の再構築､農民意識の改革､農業組合の及び水管理

組織の再組織化､流通機構等改善すべき点は多々あるが､市場経済化に伴う農地の私有化政策に合

致した農業開発を促進する上でここにあげたマスタープラン調査を行うことは極めて重要と考えら

れる｡

(技術的可能性)

個々の技術についてはかなり高い水準にあると考えられるが､今後､マスタープランのような全

体計画を立てる上で外国の技術協力が必要となってくると思われる｡基本的な建設技術､管理技術

の蓄積はかなりあるように感じられた｡カウンタパートとしての相手国政府技術者の技術力に関し

てはプロジェクト遂行上,言言疎殆ど英語は期待できない)を除いて全く問題ないo
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(社会･経済的可能性)

モルドバ国の農業部門は自然環境に恵まれ､伝統的な重要な生産部門でNMPは全部門の40%､

更に食品加工業は20%を占め(1997年)
､生産は漸次､上昇している｡持続可能な農業にするため

には､地域に港概排水施設,土壌防止施設の整備､農業支援体制の整備､更に､農地の私有化を促

進することは極めて緊急の課題で､モルドバ国農業にとって非常に大きな効果が期待される｡

(現地政府)

当プロジェクトの担当の農業･食品加工業省はモルドバ国政府内でも強力な組織の一つである｡

農業生産体制の改善は円滑に市場経済に移行する上で極めて重要で､国家経済の安定には必須の課

題である｡この課題解決のための政府の意欲は極めて高い｡また､農民の意識も高いo
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Figure 2･l Moldova: Agro-climatic zones･
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ケニア共和国

ケニア西部(ブシア･シアヤ地区)

農業･農村開発計画

(フォローアップ調査)

ンゾイア川下流農業開発計画

改訂 平成3年度実施



第3章 ケニア共和国

3-1 概 要

3-1-1 国の概要

ケニア共和国は､アフリカ大陸の東部,インド洋に面した赤道直下に位置する国で､ソマリア,

エチオピア,スーダン,ウガンダ､タンザニアと国境を接している｡国土面積は,日本の約1･6倍､

583,000km2でそのうち､約2%がビクトリア湖等の水面となっている｡ケニアの国土は,北のエチ

オピアから南のマラウイまで続く大地溝帯が南北を貫き､地溝帯に沿って大小の湖が発達しているo

ケニア中央部より南部一帯に標高1,500-3000mの高地が広がっており､内陸部は一般的に起伏が多

い｡ケニアの主要な水資源は,同国中部高標高地域に源を発しインド洋に達するタナ川､アティ川

と,西部タンザニア/ウガンダ国境にあるビクトリア湖に流下する諸河川がある｡同国は熱静性気

候に属するが､標高の差異により気候は多様性に富んでいる｡

インド洋に面した海岸地域は熱帯気筒Aw)で,年平均気温は26-27℃と暑いo雨季と乾季に分か

れ,雨は3-6月に集中するが､ 10-11月にも弱い雨季がある｡中央の平原地萄海抜1,000m以下)

は乾燥が激しく北部は砂漠(BW･BS)となる｡さらに内陸のハイランドと呼ばれる地域は,年間を

通して平均気温が15-20℃と快適である｡

ナイロビ19.3℃(1月) 16.9℃(7月)

年降水量 737.6mm

モンバサ 27.4℃(1月) 24.1℃(7月)

年降水量1032.9mm

言語は英語･スワヒリ語(以上公用語)であるo民族はパンツ一系とナイル系が主のアフリカJ(キク

ユ族21%､ルヒア族14 ･ルオ族13など百数十の部鞠99%･少数のインド人･ヨーロッパ人から成

る｡宗教はキリスト教25%､イスラム教6%,大部分は伝続宗教である｡

(1)略 史

古くはアラブ人､ 15世紀にパスコ-ダニガマがアフリカ探検で訪れて以来､ポルトガル人が

進出した｡ 19世紀後半になってイギリスとドイツが支配権を争ったo1895年イギリスの保護

領となり､ 1920年イギリスの植民地となった｡キクユ族はケニアの中核部族であり､1922年

キクユ中央協会を設立し､独立運動を推進した｡ 1963年イギリス連邦内の自治国として独立し,

1964年ケニア共和国となっi+i(ケニヤッタ氏が初代大統簡｡1978年モイ副大統領が第2代大統

領に選出された｡現在に至っている｡
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(2)現 状

外交はイギリスを中心とした欧米より政策.ケニアアフリカ民族同園KANU)の1党独裁に

対して民主化要求が活発化した｡モイ大統領の反体制派弾圧などに対する国際的避難が高まり1991

年12月複数政党制導入を決定したo 92年12月初の複数政党制による大統領選モイ大統領が4選)

と議会選挙(与党KANUが勝利)を実施した｡ 93年11月国際社会による援助も再開されたo 96年6

月ルワンダと事実上､断交した(ルワンダ元内相暗殺未遂事件の容疑者をめぐって対句｡8月クーデ

タ-がおこったブルンジに対して経済制裁を発動した｡政治は必ずしも安定していない｡

3-1-2 経済の現状

農業が中心産業で,主要農産物はコーヒー･茶･サイザル麻であるoイギリス人･インド人

が経済の実権を握っており国内での反発が強い｡ 94年の対外債務残高は72億7,300万ドル｡

実質GDP経済成長率は94年3.0%､ 95年4.9%, 96年5.5%(見込み)｡消費者物価上昇率は,

94年29.0%と高かったが､ 95年豊作となったため1.6%と急激に改善された｡観光収入は87

年以来,最大の外貨獲得源である｡外国からの援助も重要である｡ 96年4月IMFは3年間で2

億1,600万ドルの融資を承認した｡

3-1-3 国家開発計画

ケニア政府では独立後1966年の第1次5ケ年開発計画以来,第8次までの国家開発計画を

行ってきた｡各次の開発計画の基本戦略は次のようになっている｡

ケニアの国家開発計画の推移

計画 対象期間 GDP年成長率 基本戦略

年度/年 目標 実績

第1次 1996-70

第2次 1970-74

第3次 1974-78

第4次 1979-83

第5次 1984-88

第6次 1989-93

第7次 1994-96

第8次 1997-2001

6.3 6.3

6,7 6.5

7.4 4.7

6.3 5.0

4.9 4.2

5.4 3.1

4.2

5.9

高い成長率の達成

高い成長率の達成

所得分配の公平

貧困の軽減

国内資源の活用による成長

発展への参加

持続可能な発展のための資源動員

農業と工業による急速な経済成長

第8次国家開発計画では基本戦略として農業と工業による経済発展を目指しており､農業

が今後も同国にとって重要な位置を占めることに変わりない｡第8次計画で農業部門は流通の

自由化,農協の管理強化,食料の自給と農産加工業の促進､工芸作物の生産の改善と加工業の
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強化,畜産部門の質の改善および澄渡農業の整備等が唱えられている｡

3-1-4 農業の現状

(1)農業生産地帯

ケニア統計局が採用している生産力地帯区分で､降水量を主とした農用地の区分では,次の3

つの区分がなされている｡

Ⅰ :高位生産力地帯(HighPotential Lands)

Ⅱ :中位生産力地帯(Medium Potentia】 Lands)

Ⅲ :位生産力地帯(I.ow Potential Lands)

高位生産力地帯は年間降水量857.5mm(コースト州では980mm)以上の地域でコーヒー,茶,

除虫菊等の輸出用換金作物や高収量品種のトウモロコシを栽培する集約的農業と酪農に適し

た地域であり､国土の南西部に偏在している｡

中位生産力地帯は降水量が735-857.5mm(コースト州では735-980mm,イースタン州では

612.5-857.5mm)で自給用農業と牧畜を行っている農業限界地域であり､イースタン州南部と海

岸部に集中している｡

低位生産力地帯は降水量が735mm(イースタン州では612,5mm)未満の遊牧形態の牧畜を主体

とした地域であり､国土の北半分と東部がこれにあたる｡高位生産力地帯は国土の陸地面積全

体の11.9%､中位生産力地帯は5.5%にすぎず､低位生産力地帯が74.0%も占めているo した

がって､高位生産力地帯と中位生産力地帯を合わせたケニアの可耕地は国土の20%未満にすぎ

ず､これらの地域は南西部の諸州に偏在している｡

(2)農業生産の状況

FAOの生産統計によれば, 1994年の穀物の収穫面積はトウモロコシ145万ha,小麦15万5

千ha､ソルガム12万ha.ミレット9万ha,大麦2万7千ha､米1万haであったo下表は最近

のこれらの穀物の生産量を示す｡

作物推定生産量

年度 トウモロコシ 豆類 イモ類 ソルガム ミレット

87/88

88/89

89/90

90/91

91/92

92/93

93/94

94/95

26.84

30.68

29.23

25.44

22.05

23.40

17.73

23.83

2.31 2.43

2.70 2.55

2.85 2.59

2.34 2.13

2.10 1.95

2.39 2.26

1.25 1.99

2.82 2.51

資料: ROK, EconomicSurvey,各年
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トウモロコシはケニアで最も重要な食糧作物であり,大多数の人々の主食作物である｡近年の

トウモロコシ生産量には大きな変動がみられ､また収量は1980年代後半以降､低下傾向を示し

ている｡トウモロコシは特に小農部門においては自然の降雨に頼る天水畑作で栽培されており､

気象変動をまともに受け易い｡ FAOの推計では,トウモロコシは1994年の収穫面積145万ha､

ba当たり収量2,048kg,生産量297万tであった｡

豆類はトウモロコシと並んで､重要な作物である｡蛋白質の貴重な摂取源としてケニア人の食

生活に欠かせない｡ササゲ,インゲン､キマメなど､栽培されている豆の種類は多い｡ FAOの

推計では豆類は1994年では収穫面積70万ba､生産量20万tであった｡

ミレットとソルガムはマイナー･クロップとして位置づけられる｡ FAOの推計では1994年に

はミレットの収穫面積は9万ba､生産量6万haで,ソルガムは収穫面積12万ba,生産量13万

tであった｡

(3)米の生産動向

伝統的な稲作地帯は海岸部と西部地域であるが､作付面積は小規模である｡現在､米は主に潅

酒地域で行われており,生産量についてみれば港概地域で7割､伝統的産地で3割とみられる0

FAOの推定によれば､ 1994年の米の収穫面積は約1万ba, ba当たりの収量は5t(籾)､生産量5

万tである｡米の生産量は増加傾向を示しているが, 1960年代初頭と比較すれば,約3.5倍程度

である｡

米の需要見通しは1996年で約10万tであり,半分の5万tを輸入する必要があった.

潅概地区は7地区あり,この中で4地区で米が生産されている｡この中でもっとも米生産量が

多いのは､ムエア地区で､この地区は1953年に港慨開発が開始され､現在では同国最大の米生産

地となっている｡

3-2 ケニア西書取グシヤ･シアヤ地区)農業･農村開発計画

(ンゾイア川下流農業開発計画を改印

3-2-1 計画の背景

ケニアの農業は社会的,経済的にも最も重要なセクターであるo このセクターは主要な外貨獲得

部門であり､人口の80.8%(1995)が農村地域に住み,労働力の約75%がこのセクターに従事してい

るからである｡また､このセクターは国家に必要な食料および工業セクターへの原材料を供給し､

農業総生産額はGDPの26.2%(1990-95)を占めている｡したがって農業･農村の開発は雇用の機会

の増大､外貨の獲得,国民の生活水準を向上させる重要な役割を果たしている｡

第8次国家開発計画(1997-2001)では､農業セクターでの流通の自由化､農協の役割の強化,負

料の自給と農産加工業の促進､工芸作物の生産の改善と加工業の強化､畜産部門の質の改善及び港

概農業の整備等が挙げられている｡一方､農業適地は国土面積の約20%に限定されており､その土

地の大部分が既に耕作地になっていることから､食糧増産のためには農地の質の向上を通じて達成

する以外に手段はない｡
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このような背景から,同国西部に位置する水流豊富なンゾイア川下流域,ブシヤ及びシアヤ地区

の農業･農村開発は持続可能な農業のためには緊急の課題である｡

3-2-2 計画地域の概要

(1)位置

当地域はケニア西部のキスムから約100kmのビクトリア湖畔にあり,東経33度54分から34度33

分,北緯o度からo度26分に位置し､西にビクトリア湖､南にヤラスワンプと隣接しているo当地

域は下記の行政区域に属している｡

@Busia District, Western Province 1,262km2

②siayaDistrict, Nyanza Province 3,523 k m2 計4,785km2

(2)地域の現況

メイズ,キャッサバの栽培を主とした畑作自家消費農業とともに､牛,山羊の小規模牧畜を行っ

ているo人口密度は人口統計によれば､約180人/km2で､ケニア平均の27人/km2を大きく上回っ

ているo種族はルヒア族およびルオー族で,キュク族に次ぐ大部族であるo この地域の社会資本整

備は遅れており､道路は赤土道路が縦横に走っているものの､アスファルト等の舗装道路はない｡

農業に対する国家投資としては､国家港概庁(NIB)のブニヤラ入植事業が小規模ながら存在する｡経

営面積は213baで,米作が1960年代後半より行われている｡

(3)地域の地形

当地域の北方に連なる標高200-300mの広陵と南に広がる湿埠ヤラスワン7)に挟まれた平野で

あるoスワンプより若干高いため､ビクトリア湖の水位変動の影響はないo地域をンゾイア川が蛇

行しながら東から西に流れ,ビクトリア湖に注いでいる｡平野は平坦で所々に小規模な湿地がみら

れる｡

(4)地域の土壌

ンゾイア河口から約15kmの範囲に､左右両岸にBlackcottonsoilが分布しているoNIBのブニヤ

ラ事業は河口から約10km地点にあり､この黒色土を利用している.河口20km以上の地域の土

壌は赤色土である｡黒色土は粘土質の水もちのよい土壌(排水は劣る)で､ケニアでは米作に利

用されている｡この土壌は乾燥すると極端に硬くなり､乾燥収縮が激しいため大きな亀裂が生

じる｡赤色土は排水がよく､もろいため主に畑作に利用されている｡

(5)地域の気候

年間平均降雨量は､ 1,055mmで3月から5月にかけて多い｡当地域の気候は赤道気候に属し,

気温は平均最高28.8℃,平均最低9.5℃である｡蒸発量は約1,800mm-2,000mmである｡

(6)ンゾイア川

東アフリカ3大主峰のひとつエルゴン山に源を発し､西部山岳地帯を通りビクトリア湖に注ぐ,

流域面積約13,000km2,流路延長約260kmの大河川である｡このため,乾季にも枯渇すること

はない｡河口から15km地点の流量観測35ケ年の流量資料によると､月平均流量で最小流量は

2月の16.7m3/s,最大流量は9月の192.5m3/sとなっている｡ (表31 1参照)
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(7)ブニヤラバイロットファーム事業と周辺の水田農業の現状

ンゾイア川河口から約15km上流の東岸側に国家潅概133(NIB)によって運営されているブニヤラ

バイロットファーム事業がある｡この事業は1969年に完成された入植事業で,現在213haの経

営面積をもつ｡港概用水はンゾイア川よりポンプ取水で行われており､水田は比較的よく整備

されている｡

このパイロットファームの周辺には農民運営による水田があるが､これらの水田はNIBのもの

と比較すると,管理が粗雑で潅慨用水も行き渡っていないようである｡

3-2-3 計画概要

(1)計画の目的

本計画の短期的目的は次のとおりである｡

1) ンゾイア川の港概開発(水田港概5,500ba)

2) 農業生産物の市場流通整備･改善

3) 生活用水及び地方道路網の整備･改善

4) 中小規模港灘システムの改修及び新規開発

5) 人的資源の開発及び開発支援体制の整備

6) 環境保全対策

また､長期的目的は次のとおりである｡

1) 農業生産(畜産を含む)持続的な生産による農民の収入増加及び貧困の軽減

2) 基本インフラ整備及び収入増による農民の生活水準の向上

(2)計画の概要

本計画のコンポーネントは､概ね以下のとおりであるo

1) 水資源開発

-ンゾイア川の港概開発のための取水施設及び用水路の建設

2) 中小規模港概開発

一既存中小規模港概施設の改修･改良

-水資源の開発賦存量に見合った小規模港概計画の実施

3) 市場流通施設の整備･改善

4) 地域開発

一地方道路の改修及び新規建設

一村落給水施設の改修及び新規建設
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5) 政府支援体制及び人的資源開発

一関連施設の建設及び設備の整備による支援体制の強化

一政府関係職員の訓練

3-2-4 総合所見

(1) 技術的可能性

この地域はケニア第3の都市キスムをひかえ､同国有数の農業地帯である｡ FAO､世銀等による

技術協力が行われ,一部の地域では港概農業が行われている｡

前述したように土壌はBlackcottonsoilが広く分布し,水田に適している｡年間降水量は1,000mm

程度であるが,ンゾイア川から新たに港概用水を得ることができる｡河口から約15km地点の流

量は最小流量(月平均)が16.7m3/sあり,今回の港概計画には十分な水量であるo予定取水地点

は既存道路に近接しており､取水地点の河床は岩が露頭し,良好な条件下にある｡また､計画濯

慨はおおむね平坦地からなり､地形条件も特に問題はない｡

(2) 社会経済的可能性

この計画を入植方式によって行うことができれば少なくとも2,500家族が職を確保し､約20,000

万人の生活を支えることができる｡また, 5,500haの水田から約25,000tの米の生産が可能となり,

ケニアの必要輸入量約50,000t(1996年)の半分に相当し,外貨の節約にもなる｡同時に,この地域

での開発は地域社会の発展を促し､とりわけ社会資本整備の遅れているこの地域に多大な貢献を

する｡

(3) 現地政府･住民の対応

この計画を担当官庁である地域開発省はもとより,この計画地域を包含するウエスタン州政府か

らもこの開発計画に対して強い要望がある｡また,地域的にはすでに30年にわたるブニヤラバ

イロットファーム事業が実施され水田港概農業の技術が定着し,農民にも徐々に普及しつつあ

る｡この計画が実施された場合,このパイロットファームの経験を活用すれば入植農家は水田港

概農業に十分対応できるものと思われる｡
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表 3-1ンゾイ7川月平均流量

sTATIONNAM王 : 1EEI

sTAnONDNUMBER : 10551

REGION NUMBER : 1

cATCHM王mAREA : 11849.0 (SQ.KM)

PERIOD FOR APPL正D : 35 (Y王ARS)

RIVER SYST王M : NZOIA RIVER

NA加tE OF RIVER : NZOIA RIV王R

NAか1王OF PROVINCE : NYANZA

FtRST YEAR : 1947

JAM FEB MAR APR MAY JUNYEAR 肌 AUG S EP OCT NOV DEC

1947 52.0 46.4 44.7 S9.I

1948 30.9 20.9 23.6 ".Ll.5

1949 20.5 15.2 11.3 29.4

1950 19.6 12.O 17.4 28.0

1951 16.5

1952 65.9

1953 22.4

1954 11.7

1955 15.7

1956 49.8

1957 23.3

1958 17.8

1959 2l.1

1960 18.7

1961 17.9

1962 1S4.3

1963 62.2

1964 6l.9

1965 50.7

1966 28.7

1967 19.3

1968 41.8

1969 58.5

1970 48.4
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8.0 8.0 28.0

23.4 12.3 20.1

29.2 20.7 4 1.5

21.9 21.7 4l.5

28.6 17.5 16.8

18.4 28.5 30.0

15.1 37.2 63.3

16.1 16.8 36.0

8l.2 7l.9 90.7

55.5 50.8 106.8

33.4 48.6 100.2

32.7 24.8 4l.4

∋5.4 51.5 106.9

18.8 17_6 39.6

54.7 76.8 94.9

7l.3 44.7 36.9

43.0 6l.7 105.6

28.6 25.5

41.9 33.8

40.1 34.1

22.2 27.7

18.1 24.1

29.4 23.2

22.4 1 8.8

74.2 144.8

88.4 64.5

22.9 23.7

1981 19.6 16.7 4l.4

208.5 124.4

42.8 72.9

28.2 59.9

30.2 35.0

102.5 102.2

233.4 105.9

40.5 37.8

48.0 51.5

27.3 22.6

71.9 64.9

99.0 118.2

55.1 53.7

57.2 36.3

了l.7 56.2

49.6 39.3

209.5 154.5

356.2 165.5

110.3 103.6

72.8 38.5-

85.7 53.2

167.4 123.3

217.5 145.8

92.7 59.8

135.9 117.6

62.6 119.7 128.5

23.3 67.4 85.5

36.5 59.2 81.9

89.0 83.4 72.4

48.3 59.0 8l.4

38.8 79.5 64.3

82.8 214.7 152.2

loョ.O 189.0 117.1

83.8 95.5 130.6

37.0 99.1 85.8

186.3 1S3.3 70,8

174.3 206.1

79.i 136.8

66.7 114.4

78.2 110.3

81.0 182.6

125,8 185.8

38.9 67.0

70.4 126.9

4l.5 137.1

89.2 173.7

89.6 126.0

94.2 129.6

49.6 76.2

68.1 110.6

58.5 172.1

176.1 2ユ9.6

127.9 173.0

126.4 249.2

40.4 42.6

62.'7_ 87.9

194.1 205,0

119.5 198.5

59.6 79.0

116.6 246.3

133.4 196.6

lil.9 169.6

68.6 130.5

126.6 97.7

1')_4.8 283.4

94.5 105.4

170.5 197.2

177.6 210.2

104.9 119.5

9l.3 72.6

213.8 153.3

137.0 76.1

158.8 73.5

122.9 75.8

90.9 83.0

168.3 134.2

34.3 28.2

142.2 58.0

194.8 128.3

159.3 114.2

85.4 35.3

64.4 53.5

60.2 33.8

36.4 28.7

36.0 23.2

lot.7 14l.3

62.9 35.0

1J_.2 1 6.7

27.5 26.5

62,0 40.I

52.9 32.7

32.6 31.9

136. 1 93.9 37.3 32.9

90.5 7三.8

151.3 8l.7

149.ユ 139.8

235.5 139.2

86.0 59.4

230.O 185.5

30.5 45.1

128.2 了0.6

143.1 112.I

98.6 62.8

8l.1 43.1

202.7 158.6

186.0 154.3

93.9 84.5

148.9 99.7

140.5 87.4

283.8 207.7

123.4 50.3

150.O 113.2

188.8 130.4

68.0 52.7

78.O 39.8

90.7 180.7 192.5 111.4

51.i 30.I

53.0 ')_9:?_

316.0 255.4

86.8 68.4

69.8 153.4

83.3 67.8

75.5 49.8

60.7 26.8

126.6 90.5

60.2 64.2

38.7 35.S

I 10.8 47.3

88.3 48.5

169.1 79.1

109.8 45.0

49.8 30.8

90.7 57.3

40.1 33.2

305.7 152.1

94.6 67.4

40.1 29.2

4l.3 26.7

7l.6 4∩.5

Source: Lake Basin River CaLChmcn【 DcvctopmcnL I- River Prorilc Studicsl l')85
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LOCATION OF丁目E DISTRICT
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添付資料



1)調査団員の略歴

金津昭治

[職歴]

昭和29年

昭和29年

昭和51年

昭和52年

昭和53年

昭和55年

昭和57年

東京大学農学部農業工学科卒業

農林省入省

東海農政局計画部長

構造改善局施工企画調整室長

国際協力事業団農業開発協力部長

関東農政局建設部長

(秩)パシフィックコンサルタンツインターナショナル入社

取締役農水事業部長､取締役コンサルティング事業本部副本部長､

第二事業本部副本部長を経て現在､技師長室

技術士(農業土木),農学博士(東京大学)

この間に,総理府資源調査会専門委員､東京教育大学農学部講師､東京農業大学客員教授､

技術士本試験試験委員(農業工学)､ (社)農業土木学会理事･海外委員会委員長､評議員･関

東副支部長､ (財)日本農業土木総合研究所理事のち監事､ (社)農業教育研究協会理事､全

国農業土木技術連盟関東支部長などを務める｡

[業務歴]

昭和42-56年

昭和5了-58年

昭和59-60年

昭和60-61年

昭和61-63年

昭和63-平成元年

平成2-3年

平成4-5年

平成6-7年

平成8年

平成8年-9年

平成9年-10年

マレーシア､ラオス､アフガニスタン､パラグアイ､インドネシア､

ネパール､タンザニア､フィリピンに調査団長として参加

シェラレオーネ国ロンベ沼地農業開発計画実施調査団長

ホンジュラス国アグアン川流域農業開発計画実施調査団長

チリ国マポーチヨ川流域農業開発計画実施調査団長

コロンビア国キンディオ盆地農業総合開発計画実施調査団長

コロンビア国アリアリ川農業総合開発計画実施調査団長

ブータン､エクアドル､コロンビア､メキシコ､ニジェール,マリ､

ケニア､ウガンダ､タンザニアに事前調査団長として参加

グアテマラ国フティアパ県農牧業農村総合開発計画調査団長

ブータン国ウォンディフォドラン県地下水開発実施調査団長

インドネシア国アンブレラ協力計画策定調査団長

インド国タミルナド州溜め池改修計画調査団長

インド､パキスタン､ブータン,アルメニア､アゼル/くイジャン､

グルジア､ウクライナに事前調査団長として参加
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2.調査目程および調査員の経歴

日程 義 調査員 並びに経歴

= 年月日 出発地 到着地 宿泊地 備考 調査員名 経歴

1

平成10年
11月21日(土) 東京 フランクフルトフランクフルト出国(JL40714:00東京発-18:10フランクフルト着) 金津昭

(総括)
別紙の通り

2 11月22目(日) フランクフルトナイロビ ナイロビ 移動(LH58012:25フランクフルト発-22:15ナイロビ着)
3 11月23日(月) 地域開発省と打合せ
4 11月24日(火) ブシア 移動

5 11月25日(水) バリンゴ 現地調査
6 11月26日(木) ナクル 現地調査
7 11月27目(金) ナイロビ 現地調査
8 11月28目(土) 資料整理

b 11月29日(目) ナイロビ フランクフルト機中 移動(LⅢ58123:55ナイロビ発-6:15フランクフルト着)~

EE] 11月30目(月) フランクフルトキエフ キエフ 移動(LH33729:45フランクフルト発-13:10キエフ着)､日本大使館表敬

ll 12月1日(火) 農業企業省及び科学アカデミー表敬.打合せ

匹l 12月2日(水) キエフ ツアTロツJ7 ツアTロツイア移動

EEl 12月3日(木) ツアフuロツイアヘルソン ヘルソン 現地調査

EEl 12月4日(金) ヘルソン シンフェロ八∇-ルシシフェロげ-ル現地調査

EE 12月5日(土) シンフェロ八u-ルキエフ キエフ 現地調査

EEl 12月6目(目) キエフ 資料整理

EEJ 12月7日(月) 日本大使館と打合せ､農業企業省及び農業科学アカデミーと打合

Eel 12月8目(火) キエフ キシニョフ キシニョフ 移動

EE] 12月9日(水) モルトハー水資源院及び経済省と打ち合わせ

田 12月10日(木) 現地調査

E] 12月11日(金) 現地調査

22 12月12日(土) 現地調査

EEl 12月13日(目) 資料収集
24 12月14日(月) 農業企業省と打合せ

田 12月15日(火) 水資源院と打合せ

田 12月16日(水) キシニョフ フランクフルト機中 移動(3R86310:50キシニョフ発-12:45フランクフルト着)(JL40820:50発

田 12月17日(木) 東京 -16:05東京着)



= 義 調査員並びに経歴

日数 年月日 出発地 到着地 宿泊地 備考 調査員名 経歴

1

平成10年

11月29日(目) 東京 フランクフルトフランクフルト出国(JL40714:00東京発-18:10フランクフルト着) 森田秀一 昭和56年
横浜市立大学
商学部卒

(樵)クホナタ
ポno営業
第二部課長

2 11月30日(月) フランクフルトキエフ キエフ 移動(LH33729:45フランクフルト発-13:10キエフ着)､日本大使館表敬

3 12月1目(火) 農業企業省及び科学アカデミー表敬.打合せ

4 12月2日(水) キエフ ツアフuロツJ7 ツアTロツイア 移動

5 12月3日(木) ツアフuロワイア ヘルソン ヘルソン 現地調査

6 12月4日(金) ヘルソン シンフェロハu-ルシンフェロハu-ル現地調査

7 12月5日(土) シンフェロハu-ルキエフ キエフ 現地調査

8 12月6日(目) 資料整理

9 12月7日(月) 日本大使館打合せ､農業企業省打合せ

【Ⅲ 12月8目(火) キエフ キシニョフ キシニョフ 移動

l□ 12月9日(水) モルドハー水資源院及び経済省と打ち合わせ

lヨ 12月10日(木) 現地調査

EEl 12月11日(金) 現地調査

14 12月12目(土) 現地調査

EEl 12月13日(目) 資料収集

EE] 12月14日(月) 農業企業省と打合せ

EEl 12月15日(火) 水資源院と打合せ

EEl 12月16日(水) キシニョフ フランクフルト機中 移動(3R86310:50キシニョフ発-12:45フランクフルト着)(JL40820:50発

EE] 12月17日(木) 東京 -→16:05東京着)
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目程 義 調査員 並びに経歴

= 年月日 出発地 到着地 宿泊地 備考 調査員名 経歴

1

平成lO年

11月30日(月) ハスティブ キエフ キエフ 田内打ち合わせ コノネンコ
ーイタT)9'イツ

1995年
ウクライナ国

キエフ教育大学卒

三菱商事(樵)
キエフ事務所

2 12月1日(火) 農業企業省及び科学アカデミー表敬.打合せ
3 12月2日(水) キエフ ツア7uロツイアツアフロロツイア移動
4 12月3日(木) ツア7uロツ]7 ヘルソン ヘルソン 現地調査
5 12月4日(金) ヘルソン シンフェロハu-ルシンフェロ八9-ル現地調査
6 12月5日(土) シシフェロハu-ルキエフ キエフ 現地調査
7 12月6日(目) 資料整理
8 12月7目(月) 日本大使館打合せ､農業企業省打合せ
9 12月8日(火) キエフ キシニョフ キシニョフ 移動

【Ⅲ 12月9日(水) モルトハ'水資源院及び経済省と打ち合わせ

Ed 12月10日(木) 現地調査

EB) 12月11日(金) 現地調査

EEl 12月12日(土) 現地調査
14 12月13日(目) 資料収集

Eel 12月14日(月) 農業企業省と打合せ

EEl 12月15日(火) 水資源院と打合せ

EEJ 12月16日(水) キシニョフ キエフ キエフ 移動ハスティブヘ

柵
萱
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3) List of Persons Met During the Project Finding Survey (面談者リスト)

Embassy of Japan in Russia

Mr. Yuji Kurokawa

Mr. Kenichi Osugi

Republic of Ukraine

Mr. Eugene V. Milovanov

Prof. Petro F. Gozhik

Dr. Victor T. Vakaryuk

Dr. Volodmyr M. Bublyas

Mr. Leonid D. Vulfzon

Mr. Kuzyamka P. Ivan

Dr. Michail I. Romancbenko

Mr. Mikbailov Y. 01eksiyovycb

Lti:i.uhllL･りt､1l. -1J..l､'こl

Mr. Rapcea Mibail

Dr. Corneliu Gutu

Dr. Vasile Bumacov

Mr. Dermenji Mibail

Dr. Ing. Maihail Pencov

Mr. Valiriu Catrinescu

Mr. AnatoI Calasnic

Mr. Sergei Cbirilovici

Mr. Nicolae Siverenco

Ambassador, Embassy of Japan in Russia

Embassy of Japan in Russia

General Manager of Main Department, Foreign Credits,

Investments aIld Leasing, Ministry of Agroindustiral Complex

Director, Ukrainian Academy of Sciences, Institute of

Geological Sciences

Deputy Director

Head of Hydropbisical Lab. of Radioecological Center

Head of Experimental Remote Sensing Geographical

Laboratory

Former Chief Engineer of Kachovka lrrigation Scheme

vice Director of the lnstitute, Ukrainian Academy of

Agricultural Science, Institute of Hydraulic Engineering and

Land reclamation, Director of Microirrigation Centre

Vice Director on Scienti丘c Work

Deputy Minister, Ministry of Agriculture and Processing

Industry

Deputy Minister

General Director, Department of Mechanization and

Agroservice s

Director of Land Conservation

President, Apele Moldovei (Water Resources Authority)

Director, Institute Acvaproiect

Chief Engineer

Deputy Chief Englneer

Director Technic
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Mr. Stepbanov

Mr. Beglets

Mr. Myndryly

Mr. Meliyan

Mr. Veaceslav Scobioala

Mr.Kiper

MI･. Omelcbuk

Mr. Todika

Mr. Syrbu

Mr. Garlgalyk

Mitsubishi Corporation

Mr. K. Kato

Mr. K. Miura

Mr. S. Komoriya

Embassy

Mr. Hideki Kawato

Kenya Ofncet JICA

Mr, Masaki Miyagawa

Ref)ubllC Of Kenva

Mr. Daniel N. Ostemo

Mr. Peter Ocbieng

Mr. G. W. Gicluki

Mr. Kizito Wangalwa

Chief Specialist

Lower

Chief Specialist

Deputy Chief Specialist

Head of Technical Assistance Division, Ministry of Economy

and Reforms

chairman of Water Users Association, Gura Buk山ui

Assistant to Chairman

cabirman of Gura Bukului Administration and Chairman of

Coperative

Director of Maintenance Department of Cbincbesty lrrigation

Systems

Chief of Agroindustrial Department of Gaugausia Autonomous

Rep ub lic

General Manager,Kiev Office

Deputy General Manager, Istanbul Branch

Project Manager, Overseas Business Team, Construction

Equlpment °ept.

Second Sectary of Embassy of Japan in Kenya

Kenya Office, JICA

Ag. Deputy Director o‖｣and Reclamation

Ministry of Rural Development

Economist I.

Ministry of Rural Development

Geologist, Assist, Director
,
Water Development Ministry

District Development Officer

Busia, District,-Western Province
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4)収集リスト(引用参考文献含む)

List of Materials

Ukraine

ukraine, Food andAgriculture Sector Review, Document of the World Bank 6,1994

Poverty in Ukraine･ Document of the World Bank

ukraine: Basic Data 1998,The Economist lntelligence Unit

6, 1996

Look at Ukraine ATIJAS, Institute of Advanced Technologies 1998 UKRAlNE

Ukraine from Space, Aerospace Research Center

Centre of Aerospace Research oftbe Earth

Ukraine Cottage

Basic Date on Ukrainian Agriculture from Ministry of Agro lndustrial Complex

cIS【旧ソ連地域]横手慎二他自由国民社1995

ウクライナ経済,内政､外交,中井和夫,アジア経済研究所

ウクライナ概観 在ウクライナ日本国大使館 1998年11月

General Characteristic of the Kakhovskaya lrrigation system.

General Characteristic oHbe North-Crimean canal and of
its branclleS.

Institute of Hydraulic-Engineering and
Land Reclamation･

Ukraine Academy of Agrarian Science, 1998,

Moldavia

lnvestment
of opportunities in the process of Privatization

,
Ministry of

Privatization and State Property Administrate, Moldova, 12, 1997･

Agriculture Sector Review World Bank

Moldova National lrrigation Programme FAO

Irrigation Development Review (Final Report)

The Moldovan Water Authority

Development Cooperation, Moldova

Feb, 1995

Noや 1997

May, 1997

Nov. 1994

Rehabilitation and lnstitutional Development
of the lrrigation Sector (Final Report)

The "Think Tank.I Group ofACVAPROIECT
Sep･ 1997

Kenya

The World Bank and
the Agricultural Sector in Kenya and OED Review June 22,1998

Busia District Development Plan 1997-2001

office of vice-president and
Ministry

of Planning and
National Development･

Siaya District Development Plan 1997-2001

0ffice of vice-president and Ministry ofPlanning and National Development･

Common

DateB｡｡k｡fTbeWorld vol.10 世界各国便覧 二宮書店
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TERMS OF REFERENCE

FOR THE STUDY ON

THE PROJECT OF SUSTAINABLE AGRICULTURAL DEVELOPMENT

FOR THE SOUTHERN REGION OF THE REPUBLIC OF UKRAINE

Project Title:

Location

Requesting Agency:

Proposed Source ofAssistance
:

Desirable Time of
Commencement:

The Study on The Project of Sustainable

Agricultural Development in the Southern

Region of Republic of Ukraine

Soutbem Region of the Republic of Ukraine

Ministry of AgIO-Industrial Complex

Govemment of Japan

As soon as possible

1 Background

1.1 General

ukraine is located in the center of Europe, bordered by Poland and Belarus in the

North, Black Sea in the South, Russia in the East, and Slovakia, Hungary, Roumania

and Moldova in the West. It has a population of 50.48 million (as of January 1998)

and a total land area of 603,700 km2 (average population density of approx. 83.5

persons/km2). with the collapse of Soviet Union, Ukraine proclaimed its

independence as a republic on August, 24 1991 with Ukranian as the official language

and =ryvnia as the national currency unit. Administratively, Ukraine consists of the

Autonomous Republic of Crimea and 24 regions (Oblasts)･The capital of Ukraine is

Kiev.

since early 1992 the Ukrainian Government launched a program of economic refbrm

with a legal丘amework or prlVatization, and the market liberalization of most

commodities･ The on-going Program, however, has been reportedly confronting With

various difficulties including resistance丘om the previous communist inherited

conservative bureaucracy system, causing
delays in recent economic reforms,

particularly on the aspect of farmland prlVatization and agricultural production

system･

During the previous era of Soviet Union, due to its prosperous natural resources,

ukraine was basically made as a country fわrproduction and supply of fbodgrains fわr

all other Republics in the Union･ About 55% of its GDP had been generated from the

agrlCultural sector and this economic role of agrlCulture-based production had been

steadily maintained until its independence in 1991 ･

Recently, according to the WB estimation, the GNP of Ukraine in 1997 is about 49･7

billion US 蛋,or a per capita GDP of about 990 US S, where the share ofagriculture is

19.3 billion US S or about 39%. In fact,from the integrated reforms in economic

activities, agrlCulttlre and fわod industry accounts around 50% of the GDP･ With the
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reformation policy, the agrlCulture sector of Ukraine is integrated under the Ministry

of Agro-Industrial Complex for facilitatlng the national economic activities･

As per the conditions mentioned above, Ukraine is basically an agrlCulture-based

country･ However, due to post-independence refわrms and economic
fluctuations, the

agricultural output has been reportedly placed in an unstable situation along with the

national economic development･ According to reports
from the Economic Intelligence

unit, the agrlCultural output was 21% of the country's total GDP in 1992, plummeted

to 12% in 1996,and regained to 39% in 1997･ Basically, the problems are related to

the reformlng SCheme of agricultural production and marketing distribution･ Apart

丘om the problems of approprlate maintenance and operation
fわr existlng production

facilities and equlPment, the subjectof environmental recovery of polluted natural

resources (soiland water) should
be effTectively carried out･

The Government Of Ukraine maintains a high prlOrlty
fb∫ the agrlCultural

development in the nation as a whole to boost up the fわod production and also to

recapture its position as an exporter of agrlCultural produces as in the previous era, but

with new markets and produces of higher values･ The basic conditions fわrperfbrmlng

this agrlCultural production, therefわre, should be considered on the clarification of

these aforementionedfundamental problems.

In general, Ukraine has a mild climate beloⅡgmg to the temperate continental zone･

By reglOnal characteristics, the country is d･ivided into 3 plain zones and 2

mountainous regions (CarpathianMountainsand Crimean Mountains). In Polissia

(mixed forests
zone), summer is cool, winter is mild,and rainfall precipitation is

excessive･ In fわrest-steppes zone, the climate is temperate continental with cold

winter and warm summer･ And the steppe zone has a more continelltal and droughty

climate: hot summer and cool winter･ Among the reglOnS, Central Ukraine is a land or

plenty and most convenient conditions fわr livlng and economic activities･ The area of

Chomobyl located in nortbermost part of Kief reglOn, however, experienced the

accident of nuclear power plant in 1986, making most parts of this area as unused

lands at the moment.

The Government of Ukraine, therefore, is committed to continue refわrms in the

economy of the country,and more specifically in agricultural production, to complete

the transition to the free system of market economy･ The lack of concrete transition-

preparations including fbmations of institutional and human resources∋ however, was

a very serious impediment to overall reform
in agrlCulture･ In addition to overall

macroeconomic stabilization, a new and effective network of materials cum financial

supplies and distribution of produces is considered insufrlCient at the moment･

The most important prlOrlty Of Ukraine is to develop and to complete refわrms aimlng

at effectively boostlng the agrlCultural production consistently ln a long term･ This

program must be incorporated with the model of sustainable agrlCultural development

fTor a pilot reglOn at first.
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2 Present Conditions of Agriculture and Constraints for Agricultural

Development

2.1 General

The natural conditions of Ukraine are fわund abundant with all existlng potential

resources fわr agricultural development. Almost 95% of the Ukrainian territory are

made in a rather
nat plain covered by the fertile Black Soil (Chermozerh), particularly

in the Central and Southernparts, forming the basic elementfor agrlCultural

development in this country･

Basically the high potentiality of the Ukrainian agrlCulture is determined by the rich

soil and the temperate warm climate･ The South and Central Ukraine are occupied by

the grain-crops cultures･ The Northern and Western Ukraine's soils are good for the

potato g工OWlng･ Sugar beet crops have been largely cultivated in the Central, North

and West Ukraine. These basic crops have been fTound cultivating in large scale in the

previous Soviet Union era for being continueduntil the present days･

However, according to a WB report,
due to these basic conditions∃ the soil

productivlty in Ukraine has been damaged because of stereotyplCal problems of land

use i.e. land use, crop rotation, fertilization, cultivation, irrlgationand drainage･

Besides, the problem of soil and water pollution by industrial wastes血the whole

countryand radioactives in Chornobyl area should be clearly identified in sources and

levels fわrelaboratlng effective measures fTorimprovements･

By nature, agrlCulture has long been considered as one of the Ukraine's most basic

and potential sectors, as the country's favourable meteo-hydrologlCal conditions and

good soils have permitted the cultivation of a wide variety of crops･ Agricultural lands

total 35 million
ha, which in turnmake up about 58% of the total area of the country･

There are nearly 33･3 million ha of arable land and about l･04 million ha ofperennial

crops･ pasture and grazlng land cover about 7･5 million ha or 12% of the total land

area･ The country has substantial forest reserves with roughly 17% of the country's

territory, or lO･36 million ba, under fわrest cover･ The land use pattem is shown in

Tablel.

The Ministry of Agro-Industrial Complex has been established fわr integratlng and

reinforcing the implementation of agricultural policy and realization of agrlCultural

production objectives.
After the independence in 1991, disruptions Of supply

destinations ( markets ) and the basic relationship among those allies-typed countries,

which resulted in serious difficulties in materials supplies, as well as procurements of

energy, spare parts fbr farm machinery and equipment for carrylng Out the agricultural

production･ As Ukraine to be refわrmed as an agrlCultural exportlng COuntry in the next

step, the solutions fわrthese basic problems should
be fわund accordingly at its basis･
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2.2 Agricultural Production

The agrlCultural production has been experienced a decline after galnlng the

independence in 1991 ･ Ukraine's agrlCultural production has plummeted from 44･1

billion US S in 1990 to 19.3 billion US S in 1997.The situation is inevitably caused by

a chaos during the transition period fわr implementlng the market economy and

prlVatization･ The newly
fわrmed chammels of supplies and procurements are very

inconsistent in structures and priclng Stability･ Meanwhile, it is insufflCient to promote

and to compensate fわr the disintegration of the large scale and low production

collective fTarms at the meantime.

The main reasons fTor low yields in annual fわod crops, apart from poor irrlgation and

drainage system efrlCiency, may be listed as inadequate agronomic practices,

improper cropplng Pattern, unsatisfactory field operations, substandard seed quality,

deficient fertilization, weed control, crop protection and high harvest losses･ The main

reasons fわr low yields in potato and beet production are believed to be due to low

yielding varieties, losses 丘om pests during harvest and lack of marketing

opportunities･ Shortage of energy, fuel and spares for irrlgation and farm machinery

reduced the output of agrlCulture･ Unavailability of good quality seeds attributed fb∫

low production levels in potatoes･ The cropped areas and gross productions of major

crops are shown in Table 2 and Table 3, respectively･

2.3 Irrigation and Water Resources

Basically Ukraine is blessed with abundant water resources, but due to factors of

pollution丘om industrial wastes etc･, the water quality of some water sources is

considered improper, even f♭rirrlgation purpose･

Maximum lead levels (more than 2 maximum allowable limits)were identified in

water resources of Lugansk region and from Kiev reg10n･ Maximum zinc contents,

almost 2.2 times exceeding background were identified in irrlgation water of Kharkiv

reg10n･ Similar levels were identified in samples from Khmelnytsk reglOn. Average

copper content exceeding the background level was registered in Zaporizhzhya

reglOn･

Cultivated land and water resources of Ukraine are heavily contaminated with

Cadmium. Average Cd contents exceeds the background level 10 times in Kiev

reglOn, 6 times in Donetsk reglOn･ Maximum Cd contents in these districts reached

15, 10, 2, 4 times over background levels respectively. Concentration of manganese,

nickel and su帆1r in all samples examined fわund to be substantially higher than the

maximum average contents. Totally ln 1994 contaminated soils and water resources

were identifled at 26% of the total Ukrainian territory studied.

Besides, the major COnStraints in agrlCultural development and management of

irrlgationand drainage systems can be listed as丘)llows･
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i) Deteriorated condition of irrigation and drainage infrastructure due to

insufficient finance available for proper operation and maintenance･

ii) Absence of organizations such as Water Users Association to introduce

discipline in water use and system operation and maintenance･

iii) Lack of extension services in effective water management practices
for

the new individual prlVate farmers･

iv) Lack of market fわr selling and buying the water and the unwillingness

of the first time fTarmers to accept the basic economics of irrlgation

water.

2.4 Structure of Agricultural Production / Land Use

In Ukraine, before independence most agrlCultural production premises were entit]ed

to collective
farm (kolkh〇z),state farm (sovkhoz)and household plotsI The process of

land refわrm started in 1992, with the program of farmland prlVatization･ However,

due to various
factors of insufrlCient preparations, the program implementation has

been considered in a slow pace.

The structure of Ukrainian agriculture sector strongly renects the impacts of Soviet

Economy･ Ukraine, being one of the republics
was fわrced to expand fbodgrain

production and other plantations of basic crops
beyond its agro-ecologlCal balance･

some plantations may be located clearly beyond the ecologlCal limits of quality

production･ There is an urgent need to develop the land use plan based on the land

suitability.

2.5 Land Resources

In 1994, as compared to the previous year, cultivated area has decreased by 28･8

thousand ha, arable land areas by 4312 thousand ha, area under perennial plants by

16.6 thousand ha.

soil erosion is alarming in its scale. One third of the Ukrainian arable
land (10･2

million ha of cultivated land) is eroded, 16.9 million ha of land suffer from wind

erosion･ The highest share of water eroded soils, falls on Lugansk, Vinnitsya,

Dnipropetrovsk, Odessa and Kirovograd regions (itreaches 53-66%) of arable lan°
areas. Annual soil erosion (460 million tons of washed soil)removes

1 1 million tons

of humus, 0.5 million tons of nitrogen, 0･4 million tons ofphosphorous and 7 millions

tons of potassium･ Fertilizers might compensate these losses only partially:
for 40-

60% in the fわrmer years, and fTor20% in the recent years･

In order to protect soils
from erosion contour-melioration land use schemes of

territory management are used･ 2310 soil improvlng land use pro)ects based on

contour i汀1gation territory management concept was developed fわr 8･9 million ha

area･ In 1994, these projects Were developed far 109 farms with total area of 280･9

thousand ha･ Numerous erosion protection structures are presently under construction:

earth embankments, channel embankments, road embankments, terrace embankments,
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road embankments, water management infiastructure (flumes, drop structures,

spillways, dams), anti-erosion mud accumulation ponds･ To protect cultivated land

coast-reinfわrcement measures are taken.

TreatmentMeasure Areacovered(1000ha)

Forestbelts I.5

Groundworks 7.6

Chemicaltreatment 14.4

Total 23.5

As shown in the table, in 1994, according to the contour-irrlgation management

projects, field protective forest belts were planted over 1
･5

thousand ha area, ground

work fわrprotective fわrest plantations were laid over 7･6 thousand ha area (including

1.1 thousand ha in coastal areas of minor rivers and other water bodies). 14.4

thousand ha of highly eroded and toxicant contaminated arable lands were alkalized

with limlng. However, in recent years, the scale of anti-erosion and anti-drought

agronomic measures has substantially reduced in major agricultural enterprlSeS･

Besides these anthropogenic environmental impacts have been steadily growing and

locally reached
its critical limit that substantially affTects soil degradation. Physical

and chemical soil properties become worse, area of degenerated soils grows, being

contaminated with atmospheric pollutant preclpltation and wastewater discharges,

with chemical compounds and radioactive nuclides･ Within the last 25 years, humus

contents in soil has decreased fTrom 3.5 to 3.2% areas of acid soils have increased by

1.8 million ha (25%), areas ofsaline soils have increased by O･6 million ha (24%)

2･6 Agricultural Input Supply and Distribution System

Prior to Independence, the input supply and product marketing organizations were

owned by the state, but now transfTerred into JOlnt-Stock companiesI The restructurlng

envisaged village level agro-service centers with an intention on machineryand

mechanical maintenance and repair･ However, they do not have a real identifiable

owner who can provide the badly needed capital and motivate the management to

adopt strictly profit-oriented behavior･ Moreover, there are no operating Channels for

regularflow of inputs to the farms and counter flow of products from farms･ The

recovery of the agrlCulture sector, depend upon the development of the agrlCultural

lnput Supply, agrlCultural services and marketing of agrlCultural commodities･

In principle, seeds, fTertilizers and pesticides are now distributed through market

channels･ At field levels, many storage houses are considered in needs for functionlng

a stable supply to local farms･ One of the major Problems is the improvement in seed

multiplication and distribution･ The lack of information and contact with more

advanced establishment and extension networks in the seed testlng, Seed quality

control and marketing is acutely
felt･ Since Ukraine has qulte favorable agro-

ecologlCal condition, this potential should be fully developed and exploited and

particularly export possibilities should be explored
in the field of sued production.

資料-13



2.7 Agricultural Mechanization

The prlnClpal institution dealing with agrlCultural machinery is Agro-seⅣice, which

include fわllowing enterprises i) Mechanization, electri丘cation and repair services

enterprise; ii)Material and technical supply enterprise; iii)Construction and repair of

livestock farm and equipment enterprise; iv)Agricultural transport enterprise; v)
Fuel

supply to agriculture enterprise; vi) Management information system enterprise; vii)

Agricultural Construction enterprlSe･

The major COnStraints of mechanized agrlCulture can be listed as follows･

i) Total absence of smaller scale and smaller capaclty machines and

equlpment

ii) Inadequate spare part supply, fuel and lubricant supply

iii) Poorquality ofnlaChines used

iv) Irresponsibility of producers in providing after sale service

v)
Improper care for the machines by operators and farm managers

2.8 AgriculturalProcesslng

Desplte agrO-PrOCeSSlng is considered very potential in Ukraine where various

agrlCultural materials are available
in abundance for making a major industry, the

present situation of this industry lS COnSidered stillin the prlmary Stage･

The formation of this industry, therefore, should be basically considered at cottage

level forform1ng the corresponding professional groups for local farmers to deal with

the development oftbis industry fわrtheir value-adding purposes･

2.9 Agricultural Finance

Desplte Of its important role, in the new situation of Ukrainian agrlCulture, a sound

financial system for effectively supportlng the agrlCultural production of farmers is

presently fTound lacking･

According to the WB report, the Ukrainian agricultural finance system needs to be

reinfわrced because many potential clients live in hard to reach areas and are engaged

in activities where prlCeS Can be volatile･ Developments10f financial institutions and

markets, including informal financial arrangements, are considered very necessaryL

credit unions or other fわrms of cooperatives, small scale rural banks, or infわrmal

arrangements involvlng Private Sector trade credit may be effective
in reaching a

broader array of clients.
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2.10 Agricultural Environment

The main environmental problems in agrlCultural
development in Ukraine are

classified into two (2) categories. The most serious environmental problems

associated with the pollution factors fTrom industrial wastes and radioactives,

particularly
in the Chornobyl area･ The teclmogenic load on soil cover over Ukrainian

territory rises
from year to year･ Average annual volume of technogenic ejection of

solid wastes of different degrees oftoxiclty lS equal to about l･9 billion tons, of waste

water I
over 22 cubic kilometers, and of gaseous and dusty ejection-more than 20

million tons･ The most part of these hazardous substances is taken and accumulated

by soil cover.

The present situation of contamination
in soil and water resources of Ukraine is

described also in 2･3 Ⅰ汀igation and Water Resources･ This imposes a serious problem

to be solved at its basis in order to fbrmulate a proper agricultural development plan.

Much of the Ukrainian territory is flat plain･ Only about lO% of the total land area are

mountainous areas and about 10.36 million ha (17%) are covered by forests･ Hence

the role of fTorests in soil and water conservation
is very lmPOrtant･ However, recently

it was found that agrlCulture lands are susceptible to erosions due to non-contour

plowlng, negligence of surface soil protection and incorrect land reclamation･ Other

environmental issues include excessand/or illadvised use of fertilizers, incorrect crop

rotations, acceleratlng soil erosion and affecting soil structure and pollution of water･

2･11 Agricultural Education and Research

Both agrlCultural education and research system is fわund in proper organizations･ At

central level, the National Agrarian Universlty is dealing with the agrlCultural

education and research in a rather macro scale; meanwhile, the agrlCultural education

and research at local levels are presently dealing with more specific and local

subjects.

In the whole,
for solving the problems recently encountered in the proceedings for

agrlCultural production as well as the technical renovation in Uk血nian agrlCulture,

the agrlCultural education and corresponding researches are subjects
to be improved･

3 Required Technical and FinancialAssistance

ukraine has embarked on a historic and difrlCult economic transformation and

agricultural reform･ Japanese teclmical and financial assistance can ensure that this

reform process is successful and contribute fわr increaslng the Ukrainian agrlCultural

production in general and the Southernreg10n in particular･ In specific, assistance is

urgently needed f♭rthe fbllowlng aCtions･

1. Formulation of a master plan fわrthe agrlCultural development in the Southem

reglOn Of Ukraine.
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(J

4

5

6

7

preparation or a suitable land use plan based on the survey and mapplng

or land suitability

Establishment of a development planof water resources for agrlCultural use

Establislment of a proper farmlng System and proper cropplng Patterns

Establislment of effective agrlCultural input supply and product marketing

Systems

Establishment of a proper development plan of rural communities
fわr the

prq】ect management

Modernization of agrlCultural supportlng Services such as seed industry,

agrlCultural processlng, and machinery ma血enance･

8
･

Design of efficient agrlCultural finance system
benefiting private

farmers

9. Promotion of environmental friendly agriculture methods

10. Establisb皿ent Of monitorlng System fわr controlling the use of agrlCultural

chemicals

ll. Establishment agrlCultural statistical services and modemization of

agrlCultural education, research and extension services･

12･ Training Of professionals in agrlCultural research, extension and

admini stration.

4 0bjectives

Based on the above background, the major Objectivesof the Study are defined as

follows:

(1) To conduct a Master Plan Study in Southern region of the Republic of Ukraine

covering the Kherson Oblast and the northernpart of Crimean Peninsula, to identify

the major Problems and the respective projects, Which can tackle and mitigate these

problems for the sustainable integrated agricultural development (Phase I Study)

(2) To divide and prioritize the projectsaccording
to the necessity of the project

for

the development of the area and select the pilot prqject(s)which
have higher priority

and fbasibility to be implemented (Phase I Study)

(3) Toanalyze the feasibility of the selected pilot projects
identified through the

Master Plan (Phase II Study)

(4)To make teclmology transfer to the counterpart personnel and to the farmer leaders

of也e Study Area through out the course oftbe Study

5 Proposed Study Area

The Study Area covers Southem Region of the Republic of Ukraine, comprlSlng

Kherson Oblast and the northern part of Crimean Peninsula with an area of approx･

40,000 sq･km･ The Study Area is shown in Fig･ 1･
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6 Scope of the Sttldy

The Study shall comprise Oftwo phases; i･e･,Phase I and Phase II･

6.1 MasterPlan Study (Phase I Study)

The Master Plan Study fわrthe proposed Study Area (Kberson Oblast and the northern

part of Crimea Peninsula)will be conducted to identifythe potentials and present

conditions as well as problems in the Study Area and to plan suitable measures fわr

maintaining the resources and improving the affected situations in order to implement

the proper agrlCultural development･ The sustainable integrated agrlCultural

development system will beformulated and the pilot projects Will be selected fbr the

next stage of the Feasibility Study. For this purpose, thefo1lowlng works shall be

carried out in association with the related agencies.

(1) An extensive inventory survey shall be carried out through out the Republic of

ukraine to collect and review the data and infbrmationand toanalyze the

existlng conditions on the followlng major items:

1) Potentials and development of Soiland Water resources, and related facilities

2) Basic dataand information on agrlCulture and farming SyStemS･

3) Farm surveys

Apart丘･om the above data the fbllowlng infわ-ation shall be collected on the

fTollowlng aspects Ofthe Study Area

(i) Natural conditions
including topography, geology, meteorology,

hydrology, water quality etc･

(ii) Social conditions including population, social organizations, education,

1and tenure, employment, socio-economy etc･

(iii) Agronomic conditions including soil, land use, soil erosion, soil

salinity, farmlng Practices and cultivation techniques, crops and yields,

extension, animal husbandry, livestock protection etc･

(iv) Conditions of agriculture infrastructure facilities including irrigation

and drainage, farm roads, agrlCultural processing, marketing facilities

etc.

(v) conditions of social infrastructure facilities including transportation,

domestic water supply, rural electrification, sanitation, social welfare

etc.

(vi) Agroeconomic conditions including production cost, farmer's

organizations, cost-benefit, socio-economy etc.

(vii) Environmental aspects

(2) Review ofexistlng development plans in the Study Area
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(3) Analysis of the major constraints which restrict the development of the area

(4) IdentiflCation of suitable countermeasuresand the projects tO eliminate or

lessen these constraints

(5) Classification of areas according to the similarity of constraints for

development

(6) Formulation of sustainable integrated agrlCultural development programs

based on the above data and information. The development programs will be

fTormulated considering the fbllowlng aspects:

(i) Formulation ofBasic･ Agricultural Development Plan including the land

use plan fわrthe southem reglOn

(ii) Identification of Area-wise pr10rlty Projects Which include various

components of the countermeasures, which can solve or mltlgate the

constraints of development as mentioned
below:

i) Agricultural development and improvement including farming

techniques, agrlCultural extension, agrlCultural processlng, marketing,

and farmlng Organizations

ii) Restructuring and development of agricultural in丘astructure

facilities with respect to water resources, ravine reclamation, on-farm

irrigation system, surface and subsurface drainage, land reclamation

etc.

iii)Development of social infrastructure facilities such as rural roads,

domestic water supplies, sanitation, rural electrification etc･

iv) Other necessary components of the projectspertain
to each selected

area.

(7) These projectsshall
be prioritized according to their necessityand importance

and selection of pilot project(s)
for the Phase (II)Study shall be made･

(8) Based on the necessity oftbe pilot prqject(s),
detailed topographical and land

use surveys shall be carried out in the selected areas and the maps shall be

prepared･

6.2 Feasibility Study (Phase II Study)

Teclmical and economical feasibility of the selected pilot project(s)shall
be carried

out coverlng the fbllowlng aspects:

(1) Intensive suⅣeys
in the prlOrlty areas and collection of data and infわrmation

necessary fわrthe fTeasibility study

1)

2)

iE

3)

4)

5)

6)

7)

MeteorologlCal, hydrologlCal and water quality survey

Soil, agronomical and land use survey and pla皿1ng

Land suitability mapplng PrOCeSSlng With aerospace pictures

survey of irrigation-drainage systems and facilities

Livestock suⅣey

Survey of agrlCultural processlng, and agro-industry

survey of rural communlty Structure and management organization

Marketing and social infrastructure survey
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(2) When experimental
facilities are required

for collecting the necessary
data and

information for these pro)ects, construction and monitorlng Of the

experimental
facilities shall be carried out･ The experimental

facilities shall

cover the fbllowlng aspects:

. salinlty damages to the soil in some parts of the project areas are Caused by

i汀1gation water due to higher ground water level･ The experimental survey shall

be carried out by vertical drainage system so that the ground water level can be

lowered and so that sustainable
development through environmental conservation

can be realized by these prq】ects･

. Experimental facilities to explore and analyze the possibility of uslng
farm &

animal wastes and local energy for the ruraldevelopment･
The local energy shall

be used fわr integrated agrlCultural development activities including water

pumplng, post harvest, agrlCultural proces51ng, rural electrification etc･

(3) Analysis of data and information and formulation of a detailed concrete

development plan fわreach prq】ect selected
in this Study

(4) To undertake a preliminary engineering design for the various facilities of the

prqect

(5) To prepare the cost-estimate fわrthe selected project(s)

(6) To carry out the economic and financial analysis of the project(s)
(7) To evaluate the social and environmental impacts of the project(s)

(8) To prepare an optimum implementation program for each of these project(s)

(9) To establish
_a

guideline fわr the water users association and irrigation

department regarding the operation, maintenance of the irrigation system and

the effective water management practices･

(10) To propose planning mechanismsfor developing a strategic plan for the

agrlCulture research system and the prlOrity directions of the agrarian science

and the respective research programs according to those directions

(ll) To propose cooperation linkages with farmers, farmers associationsand

research institutes
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6.3 StudySchedule

The Study shall be carried into two phases; i･e Phase l and Phase II･ A tentative Study

Schedule is shown in Fig 2.

6.3.I Master Plan Study (Phase I Study)

The master plan study shall be carried out within a period of 8 months, i･e･ field work

for 5 months in Ukraine and home ofrlCe work fTor3 months in Japan from the date of

commencement.

6.3.2 Feasibility Study (Phase II Study)

Followlng the master planstudy'the feasibility study shall be carried out within a

period of 10 months, i･e･ field work for 6 months in Ukraine and home office work for

4 months
in Japan.

6.4 Reports

The fbllowlng reports Will be made by the Study Team and submitted to the

Government Of-Ukraine.

1) InceptlOn Report

Twenty (20) copies at the commencement of the Study

2) Progress Report (I)

Twenty (20) copies at the end of the Field Work in Ukraine

3) Interim Report

Twenty (20) copies at the end of the Master Plan Study and the

commencement of Feasibility Study

4) Progress Report (ⅠⅠ)

Twenty (20) copies at the end of the Field Work of the Phase II Study

in Ukraine

5) Dra氏Final Report

Twenty (20) copies at the end of the Home Office Work of the Phase II

Study in Japan

6) Final Report

Fifty (50) copies within 2 months after the receipt of comments from

the counterparts on the Draft Final Report･

7 Estimated Project RequlrementS

7.1 Japanese Contribution

The Government of Japan is kindly
requestedfol

the technical cooperation through

Japan lnternational Cooperation Agency (JICA) including dispatching the Study
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Team, supplying the equlPment and other facilities mentioned
below for the Study

and performing transfer of knowledge to the counterpart personnel of the Study･

7.1.I Expertise for the Study

The expatriate experts required for the Study will be as follows :

_ TeamLeader

- Irrigation Engineer

- Soil andLandUseExpert

- GeologlSt

- Agrono皿ist

- Livestock Specialist

- Agricultural Processlng/Marketing Expert

- Rural Community Expert

- Design and Cost Estimate Expert

- PrqjectEconomy and PrqjectEvaluation Expert

- SuⅣeyor

- Environmental Expert

Total : 12 experts

7.1.2 Equipment and Other RequlrementS

Five personal computers and programs for data processing and calculations

Local transport for the Study Team - 3 Mini vans

Xerox machine
fわrthe Study purpose

Kit set f♭rchecking water quality

Kit set fわrchecking soil properties

The above equlpment and vehicles shall be handed over to the Ministry of Agro-

Industrial Complex of Govemment of the Republic of Ukraine a鮎r the completion of

the Study. It is requested that the Study Team shall bring all the necessary equlPment,

materials, and other consu皿able items required
fわrthe Study･

7.1.3 Counterparts Training in Japan

counterparts training shall be carried in Japan fわr 1 to 2 month(s) period about the

Farm Management & Agricultural Research System in Japan･
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7.2 Contribution from the Government of Ukraine

In order to facilitate smooth implementation of the Study'the Government of the

Republic of Ukraine shall take thefo1lowlng measures:

(1) To securethesafetyoftheStudyteam

(2) To permit the members of the Study team to enter, leave and sqjourn
in the

Republic of Ukraine in connection with their asslgnment therein, and exempt

themfrom alien reglStration requirements and consular fees

(3) To exempt the Study team from taxes, duties and any other charges on

equlpment, machinery and other materials brought into and out of the Ukraine

for the conduct of the Study.

(4) To exempt the Study team from income tax and charges of any kind imposed

on or in connection with any emoluments or allowances paid to the members

of the Study team for their services in connection with the implementation of

the study･

(5) The fbllowlng facilitiesand arrangements shall be provided to the Study Team

in cooperation with the relevant organizations:

- Data and infわrmation fわrthe Study

1 Office room(s) and materials

- Ⅰ.D. Cards fわrthe members of the Study

(6) To assignfull time counterpart personnel to the Study Team during their stay

in Ukraine to play the fbllowlng roles as the coordinator of the Study･

- To make appolntmentS, and set up meetlngS With the authorities,

departments, and firms wherever the Study Team intend to visit･

- To attend the site suⅣey with the Study Team and make arrangements fわrthe

accommodation, gettlng Permissions etc･

- To assist the Study Team fわrthe collection of data and infbmation

(7) To make arrangements to allow the Study Team to bring all the necessary
data

and information, maps and materials related to the Study･
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Fig 1. Location of the Study Area



Table I Land Use Pattern in Ukraine

LandUse Area(ba) Percentage

Arable 33,286,000 56%

Perennial 1,043,000 2%

Pasture/bay 7,524,000 12%

Forests 10,358,000 17%

Others 18,111,000 30%

Table 2 Cultivated Area (1000 ha)

Year Winter

Wheat

Winter

Rye

Maize Beet Sunflower Potatoes Vegeta-

Bles

1986 5,710 571 2,783 1,647 1,502 1,515 516

1987 5,341 622 2,424 1,665 1,543 1,500 516

1988 6,428 586 2,324 1,653 1,577 1,469 504

1()8り 6,945 539 1,851 1,637 1,621 1,468 483

1990 7,549 517 1,223 1,605 1,626 1,433 447

1991 6,977 487 1,459 1,549 1,585 1,533 464

1992 6,294 498 1,137 1,631 1,630 1,705 482

1993

AVer.

91-93

5,726 493

493

1,331 1,629 I,629 1,534 464

4706,322 1,309 1,603 1,615 1,591

Table 3 Crop I'roduction (1000 I)

Year Winter

Wheat

Winter

Rye

Maize Beet Sunflower Potatoes Vegeta-

bles

1986 18377 1000 8011 37970 24()3 21410 773l

1987 19615 1374 8308 42962 2580 18863 8111

1988 21685 1055 8638 42112 2648 13510 7292

1989 27371 1298 7026 51917 2748 19308 7443

1990 30348 1259 4737 44246 2571 16732 6666

1991 21134 981 4747 36168 2311 14550 5922

1992 19473 1156 2851 28783 2127 20277 5310

1993

AVer.

91-93

21770

20792

1180

1106

3786

3795

33717

32889

2075

2171

21009

18612

6055

5766
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TERMS OF REFERENCE

FOR THE STtJDY ON

THE PROJECT OF SUSTAINABLE AGRICULTURAL DEVELOPMENT

IN MOLDOVA

Project Title:

Location

Requesting Agency:

Proposed Source
ofAssistance

:

Desirable Time
of

Commencement:

The Study on The Prqject of Sustainable

Agricultural Development in Moldova

Republic of Moldova

Ministry of Agriculture and Food

Government of Japan

As soon as possible

1 Background

1.1 General

with a total area of 33,700kn2 and a population of about 4･3 million,

Moldova has a relative population denslty Of over 130 people/km2･ Located in south-

central Europe, sharing borders with Romaniaand Ukraine, Moldova is basically a

agrlCultural country with more than bal∫ of the population living ln rural areas and

over 85% of the land being used
fわragrlCulture･

since the proclamation of lndependence in 1991, with Lei as its national

currency, Moldova was hit by a series of intemal and external shocks,from which it is

slowly recoverlng･ In Soviet times the county depended heavily on imports of energy

and grain from other republics, while exporting meat, fruit, wine and tobacco･

Irrigated agriculture
had a ma)or role play in the production of fruits and vegetables

and many large i汀1gation schemes were constructed during the 1980s･ However, by

1996, implementation of strlngent monetary and丘scal policies appeared to have

achieved considerable success. Gross National Product (GNP) is estimated to have

been US$3,853 mi11ion or US$870 per head in 19941 Presently, administrative

structure of Moldova consists of 40 reglOnS, Called Raions, with Cbisinau, as national

capital･

Agriculture presently accounts fわr about 45% of GDP and agroindustry

accounts fわr about half of the 40% of GDP pertainlng tO the industrial sector･ The

predominance of the fわod-processlng Sector makes industrial output very dependent

upon agrlCultural output･ The Government of Moldova maintains
a high priority for

the agrlCultural
development in the nation as a whole to boost up the food production

and also to recapture its position as an exporter of agrlCultural produces as in the

previous era, but with new markets and produces of higher values･

The most important prlOrlty Of Moldova is to develop and to complete refわrms

aiming at effectively boostlng the agrlCultural production consistently ln a long term･
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This programmust be incorporated with the model of sustainable agrlCultural

development fTor a pilot region at first･

2 Present Conditions of Agriculture and Constraints for Agricultural

Deyelopment

2.1 General

Climate of Moldova is moderate continental as it is located near the

Carpathian mountains and the Black Seal Due to these factors, the climate of Moldova

is noticeable by its long wan period in the summer, and shorter and warmer winters

than in other East European countries･ The average annual rainfall is around 530 mm･

Relative humidity lS quite high: about 66% during the summer and about 82% during

winter･ Generally there is a humidity deficit in Moldova during the period May to

September, because the evapotransplration is higher than the amount of precIPltation･

Thus, Moldova is a zone with an humidity de丘cit.

By nature, agrlCulture has long been considered as one of the Moldova's most

basic and potential sectors, as the country's favourable meteo-hydrological conditions

and good soils have permitted the cultivation of a wide variety of crops･ Agricultural

lands total 26 million ha, which in turnmake up about 75･5% of the total area of the

country･ There are nearly 17･7 million ha of arable land and about O･39 million ha of

perennial crops･ Pasture and grazlng land cover about O･37 million ha or lO･9% of the

total land area･ The country has substantial forest reserves with roughly 9･9% of the

country's territory, or O･33 million ha, under
fわrest cover･ The land use patternis

shownin Table 1. In the last 20 years, many changes occurred in land use, particularly

a decrease of the area used
fわragrlCulture and an increase oftbe area of pastures and

grasslands1 Out of 1774 thousand ha of arable land 80% is classified
as of fertile

chemozem soils.

2.2 Agricultural Prodt)ction

The crops presently produced in Moldova are to a large extent a legacy of the

Soviet era when production was centrally planned･ Present ag工1Cultural output of

228215 million Lie is only 47% of the 1990 level, desplte the fact that crop output

increased as a proportion of total output fTrom 60% to almost 70% between 1991 and

now･ The situation is inevitably caused by a chaos during the transition period for

implementlng the market economy and privatization. The newly fわrmed channels of

supplies and procurements are very lnCOnSistent
in structures and prlClng Stability･

Meanwhile, it is insufficient to promote and to compensate for the disintegration of

the large scale and low production collective farms at the meantime･

The main reasons fわr low yields in annual lbod crops, apart丘om poor

irrlgation and drainage system efficiency, may be listed as inadequate agronomic

practices, improper cropping Pattern, unSatisfactory field operations, substandard seed

quality, deficient fertilization, weed control, crop protection and high harvest losses･
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The main reasons for low yields
in potato and beet production

are believed to be due

to low yielding varieties, losses from pests during harvest and lack of marketing

opportunities･ Shortage of energy,fuel and spares fわr irrlgation and farmmachinery

reduced the output of agrlCulture･ Unavailability of good quality seeds attributed fわr

low production levels in potatoes･ The cropped areas and average yield of major Crops

are shown in Table 2 and Table 3, respectively･

2.3 Water Resources

Moldova's geographic location (between the two rivers, Prut and Nistru)

determines the specific structure of surface water resources･ Almost 92% of volume

correspond to the water conveyed by Nistruand Prut. Surface water is available in 4

basins viz Nistru, Prut, Danube and Black Sea. In total there are 3,621 different

streams. The total volume of available surface water resources is 8･1 km3･ At present

the irrlgation efrlCiency remains at a low level of 20-30%. Because of mineralization

and chemical composition, the water quality of the local reservoirs is not highly

suitable fわr in･1gation･ The ground water resources are about 1 km3/year, which is

mainly used for drinkingand household supply. The major constraints in agrlCultural

development and management of irrlgation and drainage systems can be listed as

fわllows.

' Deteriorated condition of irrigation and drainage infrastructure due to insufficient

finance available for proper operationand maintenance･

･ Absence of organizations such as Water Users Association to introduce discipline

in water use and system operation and maintenance･

｡ Lack of extension services in effective water management practices fわr the new

individual prlVate farmers.

' Lack of market for selling and buying the water and the unwillingness of the first

time farmers to accept the basic economics of irrigation water･

2.4 Structure of Agricultural Production

Befbre the reforms, state owned land (statefarms and other state enterprises)

made about 32･3% of the agrlCultural land and collective farms comprised 59･4%.

Household plots were allocated 8.3%. Now, the state farms and enterprises (publicly

owned land) now cover only 4.5% of the agricultural land area, with the remaining

agrlCultural land now in the prlVate SeCtOr･ However, despite the distribution of land

share certificates, almost 90% of the prlVate land is still farmed collectively, either as

collective
farms, or under various new shareholder structures such as collective farms,

or under various new shareholder structures such as JOlnt Stock companies,

agrlCultural cooperatives and limited liability structures･ Present land ownership

pattern is presented in Table 4･

2.5 AgriculturaL Services

ln the past, agronomists and other specialists provided technical inputs at the

collective and state farm level, while some 1,000 technical staff were located at the

district level under the professional direction of the Ministry of Agriculture･ However,
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the fhrmand district level teclmicians were largely responsible fTor managlng and

implementlng Programs and plans rather than providing extension services･ At

present, the trained specialists baヤe o鮎n become shareholders and managers in the

new farm structures and are continulng tO Provide some teclmical input, including to

small prlVate
farmers in some cases if they are so inclined. However, there is no

national extension system, and no formal structure to provide advice･ Nevertheless, a

cadre of farmer technicians exists, although substantial training would be required to

adjustto the concept of servlng the farmer rather thanmanaglng the sector, if they

were to fbrmafuture extension service.

2.6 Agricultural Mechanization

The major constraints of mechanized agrlCulture that hasten the rapid

agrlCultural growth are total absence of smaller scale and smaller capaclty machines

and equipment, inadequate spare part supply, fuel and lubricant supply, poor quality

of machines, irresponsibility of producers in providing after sale service,and

improper care fTorthe machines by operators and farmmanagers

2･7 Agricultural Processlng and Marketting

Moldova's processing industry lS Currently operatlng fTarbelow capaclty･ Fruit

and vegetable canneries operate at 39%,flour mills at 39%, sunflowe oil plants at

15%and sugar beet at 80% of their design capaclty･ Although Moldova has a

comparitive advantage in fruit and vegetable production, it suffers from inefficient

processing and packaging･Hence projects
have to be planned to provide assistance to

marketing and agrlCultural-processing activities such as export promotion, provision

of weekly market infわrmation on丘uits and vegetables both fわr export and domestic

markets, training Of producers, traders,and processors, marketing extension and

practical marketing trainlng and demonstration programs, and studiesand tecclmical

assistance fわrcanneries.

2.8 Agricultural Finance

Agroindiba止, which is now an independent bank with branches in each

district (40), and agencies in a number of villages (110) is operating to provide loans

fbr small equlPment and for the purchase of seed, fertilizer and
farmfuel･ However,

fTor small fTarmers, there is a little opportunity fTor obtainlng fわrmal credit at present

and sufficient medium or long-term credit is not available fTor purchase of irrigation

equlPment･ Insufficient short term credit丘)r seasonal inputs does not allow the

farmers to derive full benefits from the agrlCultural investments･ Desplte Of its

important role, in the new situation of Modovan agriculture, a sound {lnanCial system

fTor effectively supportlng the agrlCultural production of fTarmers is presently fわund

lacking,
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2.9 AgriculturaI Environment

soil erosion has become a major Problem of the major soil types because of

their丘agile structure, particularly when compounded with other factors such as

deforestation･ Their f上agile structure also makes them susceptible to damage from

fTrom inapproprlate methods of irrigation and any lrrlgation on slopes of greater than

5% slope should be undertaken with extreme care･ Where spri止1er irrlgation

methods are practiced these soils are susptible to damage due to too large size of the

droplets.

The Nistru and Prut rivers are polluted with oils, metals, phenols∋ nitrates and

organic ma土erial丘om industry and agrlCulture･ Groundwater is reported to be more

seriously polluted andunfit for human consumpt10n, although Moldovan does not

allow it law to be used fわri汀1gation.

3 Required Technical and Financial Assistance

Moldovae has embarked on a historicand difrlCult economic transfわrmation

and agricultural reform. Japanese teclmical and financial assistance canensure that

this reformprocess is successfuland contribute for increaslng the Moldovian

agrlCultural production in general and the Southem reglOn in particular･ In speci丘c,

assistance is urgently needed fわrthe fbllowlng aCtions･

1. Formulation of a master plan fわrthe agrlCultural development in Moldova･

2･ Preparation of a suitable land use plan based on the suⅣey and mapplng

つJ

4

5

′0

7

of land suitability

Establislment of a development plan of water resources fToragricultural use

Establishment of a proper farmlng System and proper cropping Patterns

Establishment of effective agricultural input supply and product marketing

Systems

Establishment of a proper development plan of rural communities fわr the

pro) ect management

Modemization of agrlCultural supportlng Services such as seed industry,

agrlCultural processlng, and machinery maintenance･

81 Design of efficient agricultural finance system benefiting private farmers

9. Promotion of environmental i:riendly agrlCulture methods

10. Establishment of monitorlng System for controlling the use of agricultural

cbemicals

ll･ Establishment agrlCultural statistical services and modernization of

agrlCultural education, research and extension services･

12･ Trainlng Of professionals in agricultural research, extension and

administration.
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4 0bj ectives

Based on the above background, the major Objectivesof the Study are defined as

fTollows:

(1) To conduct a Master Plan Study in Moldova, to identifythemajor problems and

the respective projects, Which can tackle and mltlgate these problemsfor the

sustainable
integrated agricultural development (Phase I Study)

(2) To divide and prioritize the projectsaccording
to the necessity of the project

for

the development of the area and select the pilot project (s)which
have higher priority

and fTeasibility to be implemented (Phase I Study)

(3) To analyze the fTeasibility of the selected pilot projects
identified through the

Master Plan (Phase II Study)

(4) To make technology transfer to the counterpart personnel and to the farmer leaders

oftbe Study Area tbrougb out the course oftbe Study

5 Proposed Study Area

The Study Area covers the entire Moldova with
an area of approx･ 33,700 sq･km･

The Study Area is shown in Fig･ 1･

6 SCope of the Study

The Study shall comprlSe Oftwo phases; i･e･,Phase Iand Phase Iil

6.1 MasterPlanStudy(PhaseIStudy)

The Master Plan Study for the proposed Study Area (entireMoldova) will be

conducted to identify the potentials and present conditions as well as problems in the

Study Area and to plan suitable measures for maintainlng the resources and improvlng

the affected situations in order to implement the proper agricultural development･ The

sustainable
integrated agricultural dev占lopment system will be fわrmulated and the

pilot prq】ects will be selected fわr the next stage of the Feasibility Study･ For this

purpose, the fbllowlng works shall be carried out in association with the related

agencies･

(1) An extensive inventory survey shall be ca汀ied out through out the Republic of

Moldova to
collect and review the data and infTormation and to analyze the

existlng conditions on the fTollowlng major items:

1) Potentials and development of Soil and Water resources, and related facilities

2) Basic data and infわrmation on agrlCulture and farmlng SyStemS･
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3) Farm suⅣeys

Apart丘om the above data the fbllowlng infわ-ation shall be collected on the

followlng aspects Ofthe Study Area

(i) Natural conditions including topography, geology, meteorology,

hydrology, water quality etc･

(ii) Social conditions including population, social organizations, education,

1and tenure, employment, socio-economy etc･

(iii) Agronomic conditions
including soil, land use, soil erosion, soil

salinity, farm1ng Practices and cultivation teclmiques, cropsand yields,

extension, animal busbandry∋ livestock protection etc･

(iv) Conditions of agriculture infrastructure facilities including irrigation

and drainage, farmroads, agrlCultural processlng, marketing
facilities

etc.

(v) conditions of social infrastructure facilities including transportation,

domestic water supply,rural electrification, sanitation, social welfare

etc.

(vi) Agroeconomic conditions including production cost, farmerrs

organizations, cost-benefit, socio-economy etc･

(vii) Environmental aspects

(2) Review ofexistlng development plans in the Study Area

(3) Analysis of the major constraints which restrict the development of the area

(4) Identification of suitable countermeasures and the projectsto eliminate or

lessen these constraints

(5) Classi丘cation or areas according to the similarity of constraints fわr

development

(6) Formulation of sustainable integrated agricultural
development programs

based on the above data and infbmation. The development programs will be

fTormulated considering the fbllowlng aspects:

(i) Formulation of Basic Agricultural Development Plan including the land

use plan fわrthe southem reglOn

(ii) Identification of Area-wise prlOrlty Projects Which include various

components of the countermeasures, which
can solve or mltlgate the

constraints of development as mentioned
below:

i) Agricultural development and improvement including farming

techniques, agrlCult･ural extension, agrlCultural processlng, marketing,

and farming Organizations

ii) Restructuring and development of agricultural infrastructure

facilities with respect to water resources, ravine reclamation, on-farm

irrlgation system, surface and subsurface drainage, land reclamation

etc.

iii)Development of social infrastructure facilities such as rural roads,

domestic water supplies, sanitation, rural electrification etc･
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iv) Other necessary components of the prqjectspertain
to each selected

area.

(7) These projectsshall
be prioritized according to their necessity and importance

and selection of pilot project(s)forthe
Phase (II)Study shall be made･

(8) Based on the necessity of the pilot project(s),
detailed topographical and land

use surveys shall be carried out in the selected areas and the maps shall be

prepared.

6.2 Feasibility Study (Phase II Study)

Teclmical and economical fTeasibility of the selected pilot project(s)shall
be carried

out coverlng the fbllowlng aspects:

(1) Intensive surveys in the pr10rlty areas and collection of dataand infTormation

necessary fわrthe feasibility study

1)

2)

3)

3)

4)

5)

6)

7)

MeteorologlCal, bydrological and water quality suⅣey

Soil, agronomical and land use suⅣey and plannlng

Land suitability mapplng PrOCeSSlng With aerospace pictures

Survey of irrigation-drainage systems and facilities

Livestock suⅣey

Survey of agrlCultural processlng, and agro-industry

Survey of mral communlty Structure and management organization

Marketing and social in丘astructure suⅣey

◆ when experimental facilities are required for collectlng the necessary data and

infbmation fわr these prqleCtS, COnStruCtion and monitorlng Of the experimental

facilities shall be carried out.

(3) Analysis of data and infわrmation and fb-ulation of a detailed concrete

development plan fわreach prq】ect selected in this Study

(4) To undertake a preliminary engineering design fわrthe various facilities of the

proJeCt

(5) To prepare the cost-estimate fわrthe selected project(s)
(6) To carry out the economic and financial analysis of the project(s)
(7) To evaluate the social and environmental impacts of the project(s)
(8) To prepare an optimum

implementation program for each of these project(s)
(9) To establish a guideline fわr the water users association and irrlgation

department regarding the operation, maintenance of the irrigation system and

the effective water management practices･

(10) To propose planning mechanisms fわr developing a strategic plan fわr the

agrlCulture research system and the pr10rity directions of the agrarian science

and the respective research programs according to those directions

(ll) To propose cooperation linkages with farmers, farmers associations and

researcb
institutes
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伝.3 StudySchedule

The Study shall be carried into two phases; i･e Phase l and Phase II･A tentative Study

Schedule is shown in Fig 2.

6.3.1 Master Plan Study (Phase I Study)

The master planstudy shall be carried out within a period of 8 months, i･e･ field work

for 5 months in Moldova and home offlCe work for 3 months in Japan from the date

of commencement.

6.3.2 Feasibility Study (Phase II Study)

Followlng the master plan study, the feasibility study shall be carried out within a

period of 10 months, i･e･ field work for 6 months in Moldova and home office work

for 4 months in Japan.

6.4 Reports

Thefollowlng reports Will be made by the Study Team and submitted to the

Government of Moldova.

1) Inception Report

Twenty (20) copies at the commencement oftbe Study

2) Progress Report (I)

Twenty (20) copies at the end oftbe Field Work in Moldova

3) Interim Report

Twenty (20) copies at the end of the Master ■Plan Study and the

commencement of Feasibility Study

4) Progress Report (II)

Twenty (20) copies at the end orthe Field Work of the Phase II Study

in Moldova

5) Dra氏Final Report

Twenty (20) copies at the end of the Home Office Work of the Phase II

Study in Japan

6) Final Report

Fifty (50) copies within 2 months after the receipt of comments fTrom

the counterparts on the Draft Final Report･

7 Estimated Project Requirements

7.1 Japanese Contribution

The Goverrlment Of Japan is kindly requested fTor the technical cooperation

through Japan lnternational Cooperation Agency (JICA) including dispatching the
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study Team, supplying the equlPment and other facilities mentioned
below for the

study and performlng transfer of knowledge to the counterpart personnel of the

Study.

7.1.I Expertise for the Study

The expatriate experts required for the Study will be as follows :

_ TeamLeader

- Ⅰ汀igation Engineer

- Soil andLandUse Expert

- GeologlSt

- Agronomist

- Livestock Specialist

- Agricultural Processing/Marketing Expert

- Ru工al Community Expert

- Design and Cost Estimate Expert

- projectEconomyand ProjectEvaluation Expert

- Surveyor

- Environmental Expert

Total : 12 experts

7･1･2 Equipment and Other Requirements

Five personal computers and programs fわrdata processlng and calculations

Local transport for the Study Team I 3 Mini vans

Xerox machine
fわrthe Study pu叩OSe

Kit set fTorchecking water quality

Kit set f♭rchecking soil properties

The above equlpment and vehicles shall be ban°ed over to the Ministry of Agriculture

and Food Industry of Government of the Republic of Moldova after the completion of

the Study･ It is requested that the Study Team shall bring all the necessary equlpment,

materials, and other consumable
items required

fTorthe Study･

7･1･3 Counterparts Training in Japan

counterparts training shall be carried
in Japan fわr 1 to 2 month(s) period about

the Farm Management 皮 Agricultural Research System in Japan･
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7.2 Contribution from the Government of Moldovae

In order to facilitate smooth implementation of the Study, the Government of the

Republic of Moldova shall take the fbllowlng measures:

(1) To securethe safTety of the Studyteam

(2) To permit the members of the Study team to enter, leave and sqjoum
in the

Republic of Moldova in connection with their asslgnment therein, and exempt

them from alien reglStration requlrementS and consular fees

(3) To exempt the Study team from taxes, duties and any other charges on

equlpment, machinery and other materials brought into and out oftbe Moldova

for the conduct of the Study.

(4) To exempt the Study team from income tax and charges of any kind imposed

on or in conlnection with any emoluments or allowances paid to the members

of the Study team fわrtheir services in connection with the implementation of

the study.

(5) The fbllowlng facilitiesand arrangements shall be provided to the Study Team

in cooperation with the relevant organizations:

- Data and infbmation f♭rthe Study

- Office
room(s) and materials

- Ⅰ.D. Cards f♭rthe members oftbe Study

(6) To assign full time counterpart personnel to the Study Teamduring their stay

in Moldova to play the fbllowlng roles as the coordinator oftbe Study･

- To make appolntmentS, and set up meetlngS With the authorities,

departments, and丘rms wherever the Study Team intend to visit･

- To attend the site survey with the Study Teamand make arrangements
fわrthe

accommodation, gettlng pemissions etc･

- To assist the Study Team fわrthe collection of data and infわrmation

(7) To make arrangements to allow the Study Team to bring all the necessary data

and
infbmation, maps and materials related to the Study･
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Table I Land Use Pattern in Moldova

LandUse Area(thousandha) %

Agriculture 2556.3 75.5

9.9

-Arableland
1774.0

-Vineyardsandorchards
396.0

-Pasturesandgrasslands
370.0

-Others
17.1

Forests 336.4

ReserVoirsandriVers 45.4 1.4

Residentialareas lO7.7 3.2

Roadsandhighways 51.2 1.5

ProtectedlaⅢd 3.2 0.1

Others 258.1 8.4

Total 3385.3 100

Table 2 Cultivated Area in Moldova

Crop CutivatedArea(ha) %of■Tota1

Graincrops 930,000 52

Technicalcrops* 277,000 26

Vegetables** 138,000 8

Forage 429,000 24

Total 1,774,000 100

* Sugar beet, sunflower, soybeen,丘uits, vines, nuts and others

** Potatoes, Tomatoes, etc
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Table 3 Yield of Major Crops

Crop Yield(t/ha)

Rainfed Irrigated

WinterWheat 3.63 4.55

Maizefbrgrain 3.57 5.40

Sunnower 1.93 2.13

FodderBeet 48.5 68.8

Alfalfa 22.5 33.9

MaizefbrSilage 17.2 24.2

Vegetables 13.9 17.3

Table 4. Farm Production Structure in Moldova

Ⅰtem Area

(thousandba)

%of-Area Numberof

Fans

AVerage

Size(ha)

StateSector 91.1 4.5

278 2,310

PrivateLand 1,927.1 95.5

LargeScaleFam 1,726.8 85.6

CollectiVeFams 642.2 31.8

JointStockCompanies 306.9 15.2 205 I,497

ProductionCooperatiVes 508.0 25.2 453 1,121

OtherCorporateFarms 269.8 13,4 215

325

1,254

230

PeasantFarms 200.3 9.9

FarmersAssociations 74.8 3.7

FamilyFarms 125.5 6.2 1h37

Total 2,018.2 100
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Fig.2 Study Schedule
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(2) AnalysIS Of dataand informationand formulation of a detailed concrete

development planfor each project Selected in this Study

(3) To undertake a preliminary englneerlng design fわrthe various facilitiesof the

prq】eCt

(4) To preparethe cost-estimate fわrthe selected project(s)
(5) To carry out the economicand financialanalysis of the project(s)
(6) To evaluate the socialand environmental impacts of the project(s)
(7) To prepare an optimum implementation program f♭reach of these prqject(s)
(8) To establish a guideline fb∫ the water users association and imgation

department regarding the operation, maintenance of the irrigation system and

the effective water management practices.

(9) To propose cooperation linkages with
farmers, farmers

associationsand

research institutes

6.3 StudyScbedule

The Study shall be camied into two phases; i.e Phase l and Phase II. A tentative Study

Schedule is shown in Fig 2.

6.3.1 Master PIan Study (Phase I Sttldy)

The master plan study shall be carried out within a period of 6 months, i.e･ field work

for 3 months in Ken)'a and home office work fわr3 months in Japan from the date of

coⅡ1menCement.

6.3.2 FeasibilityStudy (Phase II Study)

Following the master plan study, thefeasibilitv study shall be carried outwithin a

period of8 months, i.e.field work fわr4 months in Kenya and home office work fTor4

months in Japan.

6.4 Reports

The fbllowlng repOnS Will be made by the Study Team alld submitted to the

Governmellt Or Ken〉'a.

1) InceptIOn Report

Twent)I(20) copies at the commencement of the Study

2) Progress Report (Ⅰ)

Twent)I(20) copies at the end of the Field Work in Kenya

3) Interim Report

Twenty (20) copies at the end of the Master Plan Study and the

commencement orFeasibility Sttldy

ヰ) Progre5S Report (ⅠⅠ)

Ttv'ent〉-(20) copies at the end of the Field Work of the Phase II Study

inKen＼･a
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5) DraftFinal Report

Twenty (20) copies atthe end of the Home Office Work of the Phase II

Study in Japan

6) Final Report

Fi丘y (50) copieswithin 2 months a氏er the receipt of comments from

the counterparts on the DraftFinal Report.

7 Estimated I'rojectRequlrementS

7.1 Japanese Contribution

The Govemment of Japanis kindly requested fTorthe teclmical cooperation

through Japan lntemational Cooperation Agency (JICA) including dispatching the

Study Team, supplyingthe equipment and other facilitiesmentioned below for the

Studyand perfbrmlng transfer of knowledge to the counterpart personnel of the

Study.

7.1.1 Expertise for the Studv

The expatriate experts required for the Studywill be as fTollows :

- TeamLeader

- Ⅰ汀igation Engineer

- SoilandLandUseExpert

- Agronomist

- Livestock Specialist

- Fisheries Expert

- Agricultural ProcessingrMarketing Expert

- Rural Community Expert

- Design and Cost Estimate Expert

- ProjectEconomy and ProjectEvaluation Expert

- Surveyor

- Environmental Expert

Total : 12 experts

7.1.2 Equipment and Other Requirements

Five personal computers and programs for data processing and calculations

Local transport for the Study Team - 3 h'Iini vans

Xerox machine for the Study purpose

Kit set for checking water quality

Kit set fTorchecking soil properties
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TERMS OF REFERENCE

FOR THE STUDY ON

INTEGRATED AGRICULTURAL AND RURAL DEVELOPMENT FOR

BUSIA AND SIAYA DISTRICTS IN THE WESTERN REGION OF KENYA

Projec( Title:

Location

Requesting Agency:

Proposed Source ofAssistance:
Desirable Time of

Commencement:

The Study on lntegrated Agricultural and Rural

Development for Busiaand Siaya Districts in

the Westem Region of Kenya

Republic of Kenya

Ministry of Rural Development

Government of Japan

As soon as possible

1 Background

1.1 General

with a total area of 582,646 km2and a population of about 28･3 million, Kenya has a

population denslty Of over 400 people/km2 in high denslty areaS･ Located in eastem

A丘ica, itborders the lndian Ocean and Somalia to the east, Sudan and Ethiopia to the

nor也, Uganda and Lake Victoria to the west and Tanzania to the soutb･ Its varied

te汀ain rises丘om sea level at the coast to Mt. Kenya (5,199m) to the east of the Great

RiftValley, and Mt.Elgon (4,321m) to the extreme west･ The country is bisected b･y

the Ri氏Valley thatruns the whole length of the country from north to south･ For a

tropical country, Kenya enjoy relatively moderate weather, especially in the highlands

to the ea岳tand west of the Rift valley and the lake region, aS Opposed tothe extensive

hot arid and semi-arid plains in the south east and north of the country

Majonty of the people live inrural areas･ Agriculture presently accounts for

about 29% of GDP. The country's main agrlCultural actlVlty
- both smalland large

scale
- is concentrated in the highland which constitute about 15% orthe land area,

largely due to sufficient rainfall and resultant arable land1 Out of the total land area

of 58 million ha, 28.9% is under
fわrest and woodlands, arable land occupies 6･9% and

i汀1gated lands are only l･7% or the arable land area･ The prlnClpal cash crops are

coffTee, tea and pyrethrum while the main food crop lS maize･ Also cultivated

extensiヽ′elvare stlgar Cane, Wheat, sorghum, beans and bananas･

AIso undertaken is thriving dairy industrv･ livestock ranges and large-scale

ヽヽ･･heatfarms are fわund on the plateaus of the Rift Valley, while the arid and semi-arid

flatlands of the north, north-easternand south solely support livestock for beef

production. The fishing industry lS confined to the coast and Lake Victoria, while

forestry is a preserve of the rainy upper
levels･
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2 Present Conditions of Agriculture and Constraints for Agricultural and

Rural Development in Busia and Siaya Districts

2.1 Busia District

(1) Gelleral

Busia District is one of the six districts that form westernprovinte. It covers

an area of 1262 km2. which includes 137 km2 of permanent water surface･ There are

two rainy Seasons in the district,viz long rainy SeaSOnfrom March to Mayand short

season from August to October･ The dry spells are from December through February･

The meanannual rainfall fわrthe district is 1500 mm with most parts of the rainfall

district receivlng rainfall between 1270 mm and 1790 mm･ The annual mean

maximum temperature ranges丘om
260c and 300c, while the a-ual mean minimum

temperature varies between 140c and 180c･ The evaporation in the district is between

1800 mm and 2000 mm per year･

(2) Land andWaterResources

soils in the district are developed丘om various parent materials that include

intermediateand basic Igneous rock, sedimentary rocks and colluvium･ Most of the

district's soils are moderately deep, generally rocky and stony consistlng Or Well-

drained, deep brownish sandy with moderate holding capaclty･ The district has

924,200 ha of agrlCultura1
land but only 40,000 ha is under crop production･ The rest

are fallow, bushes, swamps or bare land. Small farms in the district range from 2 ha

to 10 ha. There are 31,305 farms in this category･ There are about 63 large farms

whose size range from 60-220 ha･ There are several land use categories
inthe district･

About 23% of land is under crop production while about 44% is grazing land･ The

land potential in the district has not been fully exploited･ There is plentyofrich

agricultural
land, which stilllies fallow･

The main water sources in the district comprlSe
Lake Victoria, numerous

pe-anent and seasonal rivers, streams, sprlngS and natural dams- Tbe amount or

water resources available can be regarded as enough
to meet the domestic, livestock

and industrial needs of the district. The district has good ground water potentialin

two divisions･ There is a high potential
fわr irrigation uslng Water from Lake Victoria,

Nzoia and Sio Rivers, but it remains largel)･ untapped･
Efforts to exploit this potential

through small-scale imgation schemes need to be intensified･

(3) Agricultura] Production

The climate supports two cropplng Seasons during the year･ Some crops are. howe､でr

grown all the year around･ During the long rains, crops such as maize･ sor(lhum, s､､-eet

potatoes, soya beansI COWPeaS, greengramS･
beans and onions are gro､､･n in most parts

of the district･ The same crops are Pro"･･-n during the short rains. but ､､･ithan addition
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of quick matunng crops such as sugarcane, robusta coffee, cassava, avocados, sisal,

bananas,and various types of vegetables･ Agro-based industries cantherefore do well

in the districts due to availability or raw materials all the year around･ Of the fわod

crops, maize, sorghum, beansand the root crops play an important role inthefood

security of the district, butthe quantities produced are not sufficient to satisfythe
district'sdemand･ For e･g･, the yield of maize is l･5仙a and this accounted fわronly

60% of the possible output･ Because of the low level of current production of food

crops, very littlequantities enter intothe market to earnthe farmers cashincome･ This

meansonly sugarcane, cotton, tobacco, beansand rice are the main sources of

income. However, the role of cotton in the district's cash economy has been declining

over the recent years due to problems that fa-ers face in respect of cropplng,

marketing and supply of inputs･

In addition to sugar cane, which is already being produced to support a sugar factory,

cotton, sunnower and simsim are suitable raw materials for locally based small-scale

edible oil processing Plants･ Also Busia District canproduce a varietyofhorticultural

crops, including papaw, plneapples, bananas that could be used as raw materials fわra

丘uit pIOCeSSlng plant; and the byproducts丘･om these agro-based industries can in tum

be processed intoanimal fted･ Thus,the agrlCultural sector in Busia district has the

potential to support industrial development both in terms of income generated from

the sales of farm produceand a source of raw materials fわrthe industrial enterprlSeS･

Tbe total population fわr Busia District is 369,459･ The danger of rapid

population gro､血1ies in the consequent inability of the districtto increase its stock of

capital to improve the welfare of the people･

(4) Livestock

Busia District has the potential
fわr number of livestock activities including dairy

farmlng, POultrv keeplng, Zebu cattle, goats
′and

sheep rearlng, bee keeplng and pig

rearing. Eventhough the population of dairy cows has been increaslng Steadily since

199l, the number of zebu decreased because of trypanosomiasis. Poultry production

hasalso decreased to 373,900 due to outbreak of disease especially newcastle･ The

livestock sector in Busia District is capable of supportlng Various industrial activities･

The current increasing milk production trend calls for modem milk cooling and

processing facilities･ Currently, most of the milk produced is sold directly to

consumers･ There is a potential of producing other milk products like cheese and

btltter etC･ The hides and skins can support leather tannlng industry and subsequent

production of leather goods such as handbags and leatherjackets･

(5) Fisheries

The second ∩-ost in-portant economic resoしIrCe in Busia District a鮎r land is

fisheries. ､ヽ･hichis a key to development of the district and income to maJOrlty PeOPle･

The district is ､､で11endo､ヽ･ed with both aquaculture and capture fish resources. Fishin望

in the district is done mainly in Lake Victoria, which is presentlv threatened by the
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water hyacinthweed, which is spreading very
fast･ Landing of the indigenous species

has decreased over the years･ The cooperative marketing of丘sb has not been ver)∫

successful and fishermen have preferred selling their catch directly to dealers･ The

societies are also poorly equlpped to handle such a bigbly perishable p工Oducts･

Currently,there is no single processing Plant nor ice making firminthe district. There

is enough water resources to support a丘sb processlng plant･ This would greatly

reduce post-harvest lossesandalso contribute to increased income generationand

employment creation.

(6) Agro Forestry

ln Busia District, Forestry and agro-forestry are mainly utilized for fuel-wood

provision and timber production･ Agro-forestry activities are spread all over the

district and itis estimated that 12,752 households grow at least ten trees every year fわr

the purpose of production of various tree p工Oducts･ There are about 176 tree nurseries

in the district･ The potential for forests has, however, not beenfully exploited, as big

areas have not been planted･ Large farms stilldo not practice agro-fbrestry･

2.2 Siaya District

(1) General

siaya District is one of the nine districts in Nyanza Province･ The total area of

the district is 3,523 kmヱ., out of which about 1,005 km2 is lake water, under the lakes

Safe, Kanyaboli and parts of Lake Victoria･ The district has three major

geomorphologlCal areas viz･, dissected uplands, Yala Swamp and Uyoma Peninsula･

The three areas have difference in relief, soils and land use. The rainfall inthe district

is bimodal. It's distributionandamounts are innuenced by the relief and the altitude･

On the high lands, the armual rainfall ranges between 1800 mm
- 2000 mm･ These

areas are suitable fわr agrlCultural and livestock production･ The lower areas get

annual rainfall raglng丘om 800 mm
- 1600 mm･ The long rains occur between March

and June with the peak periods being between April and May･ The short rains occur

between August and November･ The mean minimum temperature is 150c whilethe

mean maximum temperature is 300c･ Humidity lS relatively high･ The mean annual

evaporation is between 1800 mm to 2000 mm･ The rainfall has a moderate
influence

on the temperatures and potential for rainf盲d
farmlng･ The district has a population of

865,746.

(2) Land al一dwater resources

The district has about 252,000 ha out of which 209,800 ha is agrlCuLturaL land･

However only 93,000 ha or 37% of the agricultural land can be termed as hi'1h

potential and is under cultivation･ Another 15,000 ha cover YaLa swamp, which can be

reclaimed for agrlCultural development･ 50% of the land under grass,
37% is le氏

tlallow, while 9% under bushand 4% under marsh. The district has no large-scale
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farms･ The agncultural land compnse of small holding ranging from O･1 ha
-

12 ha.

The major soil types in the districtinclude red volcanic soilsand black cotton soils･

The tworivers, Yalaand Nzoiaand their five distributaries are the ma)or

sources of surface water other than Lake Victoria and Lake Sare. The five

distributarais have a totaldischarge of 7･42 m'/sec･ River Yala hasanaveragerunoff

between 21･2 mJ/s and 27･7 m⊃/s! glVlng good prospects fb∫ i汀Igated agricultural

development･ The northernand centralparts of the districts have very high under-

ground water potential. Rain waterrunoffhas high potential inthe district if exploited

through roof catclmentand subsurface damsand ponds. The ､-ater resources need to

fully exploited to supply bothdomestic and livestock requlrementS･
The district has

i汀1gation potential ofupto 6,540 ba and 6,357 ha fb工drainage･

(3) Agricultural Production

The district is a mixed farmlng area, however, farmlng is done mainly for

subsistence･ Most of the cultivated land is under fわod crops such as maize, sorghum,

beans, cassava, fingermillet and potatoes･ A total area of 62,122 ha is cultivated･ The

ma)or cash crops in the district are sugarcane, cottonand coffee･ However, cotton

production has declined in the recent past because of marketing problems･ Coffee

production trend also greatly declined due to poor husbandry practices and lack of a

processlng Plant･ Groundnuts, beans, simsim are dual purpose crops which serve as

cash and fわod crops･ Generally average yields achieved in most crops are still below

the potential of the district･ Maize ヽ′ieldis 1
･6

∽1a aS COmpared to the potential of4･5

tnla, COttOn O18 tnla against a POtential of 2 tnla Sugarcane 64 tnla agalnst a POtential

of 80 t/ba･ The district also has a wide range of o也er crops fわr the development of

raw materials fToragro-based industries.

(4) Livestock

Livestock Production actiヽ･itiesin the district are mainly centered on local

animals･ The animals reared are zebu, exotic cattle, sheep, goats, local and exotic

poultry, plgS, rabbits and donkeys.Livestock production is a good source of raw

materials fわr related industries. Hence, efforts should be made to encouragethe

communities
to keep high value cattle, which would substantially lnCreaSe their

incomes as a
result orincreased milk and meat production･

(5) Fisheries

Fisheries is the second economic activit)I after agrlCulture and livestock･ The

main fわcus of fisheries activities is on capture fisheries･ The district has 28 landing

beaches of which 18 have permanent fish landinol bandas. This district has 279 ponds

owned bv 240 farmers･ The decrease in production could be attributed to use of wrong

fishing gears and eftlect of water hyacinth in Lake Victoria. LVIoreover, extension

services has to be intensified in order to tap the full potential･
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3 Required Technical and Financial Assistance

Busiaand Siaya districts has lot of untapped potential for integrated

agricultural andrural development･ Living standards oftherural people canbe rapidly

increased, if these potentials are distinctly identi丘ed and development measures are

implemented. Japanese teclmicaland financial assistance can ensure that this process

is successful and contribute fTor increasing the Kenyan agricultural production in

generaland the westem region in particular. In specific, assistance is urgently needed

fTorthe following actions.

1･ Formulation of a master plan for the integrated agrlCultutalandrural

つ′l

(J

4
一
⊃

′0

4

development in Btisiaand Siaya districts.

Preparation of a i汀1gation plan, suitable land use plan based on the suⅣey and

mapplng Of land suitability fわrthe Nzoia river basin.

Rehabilitation and development of small and miI10r i汀1gation system

lmprovement of domestic water supply and road network

Establishment of a proper farmlng SyStemand proper cropping Patterns

Establislment of effective agricultural input supply and product marketing

Systems

Establishment Of a proper development plan of rural communities fわr the

Project management

Modemization of agrlCultural supportlng Services such as seed industry,

agricultural processing,and machinery maintenance.

Promotion of envirorunental friendly local agrlCulture methods

Training Of professionals in agrlCultural research, extension and

administration.

Obj ectives

Based on the above background,the major Objectivesof the Study are defined as

fわllows:

(1) To conduct a Master Plan Study in Busia and Siaya districts, to identifythemajor
problems and the respective prqects, which can tackle and mitigate these problems

for the integrated agricultural andruraldevelopment (Phase I Study)

(2) To divide and prioritize the projectsaccording
to the necessity of the project

for

the development of the area and select the pilot project(s) which have higherpriority

and feasibility to be implemented (Phase I Study)

(3) To anal).ze the fleasibility of the selected piLot projects
identified through the

入,tasterPlan (Phase II Study)

(1)To make technology transfer to the counterpart personnel and to the farmer leaders

of the Study Area through out the course of the Study
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5 Proposed Study Area

The Study Area covers the Busiaand Siaya districts withanarea of4785 km2･ The

Study Area is sho耶I in Fig. 1.

6 Scope of the Study

The Study shall comprise Oftwo phases;
i.e.,Phase Iand Phase II.

6.1 MasterPlan Study(PhaseIStudy)

Tbe Master Plan Study fわrthe proposed Study Area (Busia and Siaya districts)

will be conducted to identifythepotentials and present conditions as well as problems

in the Study Area and to plansuitable measures for maintalnlng the resourcesand

improving the affected situations in order to implement the proper agricultural and

rural development. The integrated agncultural andrural development system will be

fTormulated and the pilot projectswill
be selected for the next stage of the Feasibility

Study. For this purpose, the fbllowlng WOrks shall be ca汀ied out in association with

the related agencies.

(1) Anextensive inventory survey shall be carried out through out Busiaand

Siaya districts to collect and review the dataand infわrmation and to analyze

the existlng COnditions on the fTollowlng ma)Or items:

1) Potentials and development of Land and Water resources, and related facilities

2) Basic data and infわrmation on agnculture and farmlng Systems.

3) Fam suⅣeys

Apart from the above data the following information shall be collected on the

fTollowlng aspects Ofthe Study Area

(i) Natural conditions including topography, geology, meteorology,

hydrology, water quality etc.

(ii) Social conditions including population, social organizations, education,

1and tenure, employment, socio-economy etc.

(iii) Agronomic conditions including soil, land use, soil erosion, soil

salinlty, farming Practices and cultivation techniques, crops and yields,

extension, animal husbandry, livestock protection, fisheries etc･

(iv) Conditions of agriculture inftastructure fhcilitiesincluding irrigation

and drainage, farm roads, agrlCultural processlng, marketin(i fTacilities

etc.

(v) Conditions of social inftastructure facilities includin巳tranSpOrtation,

domestic water supply. rural electrification. sanitation. social welfare

etc.

(vi) Agroeconomic conditions including production cost. flarmer's

organizations, cost-benefit, socio-economy etc.
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(vii) Environmental aspects

(2) Review of existing development plans in the Study Area

(3) Analysis of the major constraints which restrict the development of the area

(4) Identification of suitable countermeasures andthe projects tO eliminate or

lessen these constraints

(5) Classi丘cation of areas according to the similarity of constraints fわr

development

(6) Fomulation of sustainable integrated agrlCultural development programs

based on the above dataand information. The development programs will be

fTormulated considering the followlng aspects:

(i) Formulation of Basic Integrated Agricultural and Rural Development

Plan including the land use plan fわrthe Busia and Siaya districts･

(ii) Identification of Area-wise pr10rlty Projects Which include various

components or the counte-easures, which can solve or mltlgate the

constraints of development as mentioned below:

i) Agricultural development and improvement including farming

teclmiques, agricultural extension, agrlCultural processlng, marketing,

and farm1ng Organizations

ii) Restructuring and development of agricultural and rural

infrastructure facilities with respect to water resources, ravine

reclamation, on-fTarm irrlgation system, surface and subsurface

drainage, land reclamatioll etC.

iii)Development of social infrastructure fTacilitiessuch asrural roads,

domestic water supplies, sanitation, mlal electri丘cation etc･

iv)Other necessary components of the projectspertain
to each selected

area.

(7) These
prqjectsshall

be prioritized according to their necessity and importance

and selection of pilot project(s)
for the Phase (II)Study shall be made.

(8) Based on the necessity of the pilot prqject(s),
detailed topographical and land

use suⅣeys shall be ca汀ied out in the selected areas and the maps shall be

prepared･

6.2 Feasibility Study (Phase II Study)

Teclmical and economical fTeasibility of the selected pilot project(s)shall
be carried

out coverlng the fbllowlng aspects:

(1) Intensive sur､′e〉′sin the prlOrit〉'areas and collection or data and infわrmation

necessarv for the feasibilitv stud†･
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MeteorologlCal. hl-drolo∈ical and water qualitv survey

Soil, agrononlical and land use sし1r､′e〉.and plannlng

Survey of irrigation-drainage systems and facilities

Li＼′estock and Fisheries SしIrVey

Survey oraericultural processlng. and agro-industry

Survey of rural community structure and management organization

Marketin巳and social infrastructure survey
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The above equlPmentand vehicles shall be handed over tothe Ministry of Rural

Development of Government of the Republic of Kenya afterthe completion of the

Study. It is requestedthat the Studv Team shall bring all the necessary equipment,

materials,and other consumable items required fbrthe Study･

7.1.3 Counterparts Training in Japan

Counterparts training shall be carried in Japan for 1 to 2
month(s) period about

Irrigationand Drainage Engineering & Agricultural System Management in Japan･

7.2 Contribution from the Government of Kenya

In order to facilitatesmooth implementation of the Study, the Goverrment of the

Republic of Kenya shall take the fbllowlng measures:

(1) To securethe safety of the Studyteam

(2) To permit the members of the Study teamto enter, 1eaveand sojournin the

Republic of Kenya in connection withtheir asslgnment therein, and exempt

them from alien registration requlrementSand consular frees

(3) To exempt the Study team丘om taxes, duties and any other charges on

equlpment, machinery and other materials brought into and out of the Kenya

fTorthe conduct of the Study.

(4) To exempt the Study team fTrom income tax and charges of any kind imposed

on or in comection with any emoluments or allowances paid to the members

of the Study team fわrtheir seⅣices in connection with the implementatioI1 0r

the stud)′.

(5) The fTollowlng facilities and arrangements shall be provided tothe Study Team

in cooperation with the relevant organizations:

- Data and infわrmation fわrthe Study

- OfrlCe room(S) and materials

- I.D. Cards fTorthe members of the Study

(6) To assign full time counterpart personnel to the Study Team during their stay

in Kenya to
play the followlng

roles as the coordinator of the Study.

- To make appolntmentS, and set up meetlngS With the authorities,

departments, and firms wherever the Study Team intend to visit･

- To attend the site survey withthe Studv Teamand make arrangements for the

accommodation, getting pemissions etc.

- To assist the Study Team fわrthe collection of data and information

(7) To make arrangements to allow the Study Team to brinol all the necessary data

and infbmation. maps and nlaterials related to the Studヽ･･-･

資料-51



Fig l･ Location Map of the StudyArea
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Fig.2 Study Schedu一e
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